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一般型地方独法並び改正

一般地方独法とは異なる改正

公営企業型地方独法への減損会計の導入に関連した改正

改 正 案 現 行

Ⅱ 公営企業型地方独立行政法人に適用される会計基準及び注解 Ⅱ 公営企業型地方独立行政法人に適用される会計基準及び注解

第１章 一般原則 第１章 一般原則

第５ 資本取引・損益取引区分の原則 第５ 資本取引・損益取引区分の原則

公営企業型地方独立行政法人の会計においては、資本取引と損益取引 公営企業型地方独立行政法人の会計においては、資本取引と損益取引

とを明瞭に区別しなければならない。（注６） とを明瞭に区別しなければならない。（注６）

＜注６＞ 資本取引・損益取引区分の原則について ＜注６＞ 資本取引・損益取引区分の原則について

１ 公営企業型地方独立行政法人は、独立採算原則に基づいて経営さ １ 公営企業型地方独立行政法人は、独立採算原則に基づいて経営さ

れることから、経営に伴う収入（料金等）により、その費用が賄わ れることから、経営に伴う収入（料金等）により、その費用が賄わ

れることとなる。 れることとなる。

ただし、地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号。以下 ただし、地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号。以下

「法」という。）第８５条第１項に規定するように、その性質上公 「法」という。）第８５条第１項に規定するように、その性質上公

営企業型地方独立行政法人の事業の経営に伴う収入をもって充てる 営企業型地方独立行政法人の事業の経営に伴う収入をもって充てる

ことが適当でない経費及びその性質上能率的な経営を行ってもなお ことが適当でない経費及びその性質上能率的な経営を行ってもなお

その事業の経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難 その事業の経営に伴う収入のみをもって充てることが客観的に困難

であると認められる経費については、設立団体が負担することとさ であると認められる経費については、設立団体が負担することとさ

れている。 れている。

この設立団体が負担すべき経費については、別途示す運営費負担 この設立団体が負担すべき経費については、別途示す運営費負担

金等負担基準を踏まえ、設立団体が負担することとされている。 金等負担基準を踏まえ、設立団体が負担することとされている。
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公営企業型地方独立行政法人については、この設立団体からの運 公営企業型地方独立行政法人については、この設立団体からの運

営費負担金、運営費交付金等を除き、独立採算原則に基づいた経営 営費負担金、運営費交付金等を除き、独立採算原則に基づいた経営

を求められているところであり、設立団体と公営企業型地方独立行 を求められているところであり、設立団体と公営企業型地方独立行

政法人の間でその責任範囲を事前に明確にしておくことが必要であ 政法人の間でその責任範囲を事前に明確にしておくことが必要であ

る。 る。

かかる観点から、設立団体の承認を要する中期計画において、運 かかる観点から、設立団体の承認を要する中期計画において、

営費負担金、運営費交付金、補助金等及び工事費負担金等について

設立団体が負担交付する事由、項目及び金額と積算の基礎を明確に

定めた上で、料金、運営費負担金、運営費交付金、補助金等及び工 料金、運営費負担金、運営費交付金、補助金等及び工

事負担金等の財源構成について損益が均衡するよう、定めておくこ 事負担金等の財源構成について損益が均衡するよう、定めておくこ

ととなる。 ととなる。

このような公営企業型地方独立行政法人においては、第一に、そ このような公営企業型地方独立行政法人においては、第一に、そ

の経営成績を明らかにするための損益計算において、公営企業型地 の経営成績を明らかにするための損益計算において、公営企業型地

方独立行政法人が中期計画に沿って通常の運営を行った場合、損益 方独立行政法人が中期計画に沿って通常の運営を行った場合、損益

が均衡する損益計算の仕組みが構築されるよう公営企業型地方独立 が均衡する損益計算の仕組みが構築されるよう公営企業型地方独立

行政法人の業績を評価する手段として損益計算に含めることが合理 行政法人の業績を評価する手段として損益計算に含めることが合理

的ではない収支は、公営企業型地方独立行政法人の損益計算には含 的ではない収支は、公営企業型地方独立行政法人の損益計算には含

まれないものとする。 まれないものとする。

２ また、公営企業型地方独立行政法人においては、第二に、法第４ ２ また、公営企業型地方独立行政法人においては、第二に、法第４

０条にいう利益又は損失を確定するために損益計算を行うこととし ０条にいう利益又は損失を確定するために損益計算を行うこととし

ている。 ている。

３ このように公営企業型地方独立行政法人においては、その経営成 ３ このように公営企業型地方独立行政法人においては、その経営成

績を適正に示すという観点及び法第４０条にいう利益又は損失の確 績を適正に示すという観点及び法第４０条にいう利益又は損失の確

定を適切に行うという観点から、その会計において、資本取引と損 定を適切に行うという観点から、その会計において、資本取引と損

益取引とを明瞭に区別しなければならない。 益取引とを明瞭に区別しなければならない。

第２章 概念 第２章 概念

第１５ 固定負債 第１５ 固定負債

次に掲げる負債は、固定負債に属するものとする。（注９） 次に掲げる負債は、固定負債に属するものとする。（注９）
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(1) 資産見返負債（中期計画の想定の範囲内で、「第７７ 運営費負担 (1) 資産見返負債（中期計画の想定の範囲内で、「第７７ 運営費負担

金、運営費交付金、補助金等及び工事負担金等（以下この章におい 金、運営費交付金、補助金等及び工事負担金等（以下この章におい

て「運営費負担金・補助金等」という。）により固定資産を取得す て「運営費負担金・補助金等」という。）により固定資産を取得す

る場合の会計処理」における「経常費助成のための運営費負担金・ る場合の会計処理」における「料金 助成のための運営費負担金・

補助金等」により当該運営費負担金・補助金等の交付の目的に従い 補助金等」により当該運営費負担金・補助金等の交付の目的に従い

、若しくは寄附金により寄附者の意図に従い若しくは公営企業型地 、若しくは寄附金により寄附者の意図に従い若しくは公営企業型地

方独立行政法人があらかじめ特定した使途に従い償却資産を取得し 方独立行政法人があらかじめ特定した使途に従い償却資産を取得し

た場合（これらに関し、長期の契約により固定資産を取得する場合 た場合（これらに関し、長期の契約により固定資産を取得する場合

であって、当該契約に基づき前払金又は部分払金を支払った場合を であって、当該契約に基づき前払金又は部分払金を支払った場合を

含む。）に計上される負債をいう。） 含む。）に計上される負債をいう。）

(2) 長期預り補助金等 (2) 長期預り補助金等

(3) 長期預り工事負担金等 (3) 長期預り工事負担金等

(4) 長期寄附金債務 (4) 長期寄附金債務

(5) 長期借入金（注１１） (5) 長期借入金（注１１）

(6) 移行前地方債償還債務（法第８６条第１項に基づき、移行型地方独 (6) 移行前地方債償還債務（法第８６条第１項に基づき、移行型地方独

立行政法人である公営企業型地方独立行政法人が負担する債務を 立行政法人である公営企業型地方独立行政法人が負担する債務を

いう。以下同じ。）（注１１） いう。以下同じ。）（注１１）

(7) 退職給付（公営企業型地方独立行政法人の役員及び職員の退職を事 (7) 退職給付（公営企業型地方独立行政法人の役員及び職員の退職を事

由として支払われる退職一時金をいう。以下同じ。）に係る引当金 由として支払われる退職一時金をいう。以下同じ。）に係る引当金

(8) 退職給付に係る引当金及び資産に係る引当金以外の引当金であって (8) 退職給付に係る引当金及び資産に係る引当金以外の引当金であって

、一年以内に使用されないと認められるもの 、一年以内に使用されないと認められるもの

(9) 長期未払金 (9) 長期未払金

(10)その他の負債で流動負債に属しないもの (10)その他の負債で流動負債に属しないもの

＜注１１＞ 長期借入金及び移行前地方債償還債務の償還に対する設 ＜注１１＞ 長期借入金及び移行前地方債償還債務の償還に対する設

立団体の負担予定額の注記について 立団体の負担予定額の注記について

建設・改良目的の長期借入金及び移行前地方債償還債務について 建設・改良目的の長期借入金及び移行前地方債償還債務について

、次に掲げる要件をすべて満たしている場合には、公営企業型地方 、次に掲げる要件をすべて満たしている場合には、公営企業型地方

独立行政法人が行う長期借入金及び移行前地方債償還債務の償還に 独立行政法人が行う長期借入金及び移行前地方債償還債務の償還に

対する設立団体の負担予定額を注記する。 対する設立団体の負担予定額を注記する。
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(1) 当該注記の対象となる元利償還金の性質及び額が、法第８５条 (1) 当該注記の対象となる元利償還金の性質及び額が、法第８５条

１項に基づき設立団体が負担すべき費用として国（総務省）の １項に基づき設立団体が負担すべき費用として国（総務省）の

定める負担金等負担基準の範囲内にあること。 定める負担金等負担基準の範囲内にあること。

(2) 中期計画において設立団体が負担する旨明記されていること。 (2) 中期計画において設立団体が負担する旨明記されていること。

なお、当該中期計画は、議会の議決及び設立団体の長の認可を なお、当該中期計画は、議会の議決及び設立団体の長の認可を

受けていること。 受けていること。

(3) 設立団体において、当該負担について地方自治法（昭和２２年 (3) 設立団体において、当該負担について地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２１４条に基づく債務負担行為として定めら 法律第６７号）第２１４条に基づく債務負担行為として定めら

れていること。 れていること。

第１６ 流動負債 第１６ 流動負債

次に掲げる負債は、流動負債に属するものとする。（注９） 次に掲げる負債は、流動負債に属するものとする。（注９）

(1) 運営費負担金（法第８５条第１項に基づき、設立団体が負担するも (1) 運営費負担金（法第８５条第１項に基づき、設立団体が負担するも

ののうち、特定施設費を除くものをいう。以下同じ。）債務 の をいう。以下同じ。）債務

(2) 運営費交付金（法第４２条に基づき、設立団体が交付するもののう (2) 運営費交付金（法第４２条に基づき、設立団体が交付するもの

ち、補助金等以外のものをいう。以下同じ。）債務 をいう。以下同じ。）債務

(3) 預り特定施設費（注１２） (3) 預り特定施設費（注１２）

(4) 預り補助金等。ただし、一年以内に使用されないと認められるもの (4) 預り補助金等。ただし、一年以内に使用されないと認められるもの

を除く。（注１３） を除く。（注１３）

(5) 預り工事負担金等。ただし、一年以内に使用されないと認められる (5) 預り工事負担金等。ただし、一年以内に使用されないと認められる

ものを除く。（注１４） ものを除く。（注１４）

(6) 寄附金債務。ただし、一年以内に使用されないと認められるものを (6) 寄附金債務。ただし、一年以内に使用されないと認められるものを

除く。 除く。

(7) 短期借入金 (7) 短期借入金

(8) 未払金（公営企業型地方独立行政法人の通常の業務活動において発 (8) 未払金（公営企業型地方独立行政法人の通常の業務活動において発

生した未払金をいう。以下同じ。） 生した未払金をいう。以下同じ。）

(9) 公営企業型地方独立行政法人の通常の業務活動に関連して発生する (9) 公営企業型地方独立行政法人の通常の業務活動に関連して発生する

未払金又は預り金で一般の取引慣行として発生後短期間に支払われ 未払金又は預り金で一般の取引慣行として発生後短期間に支払われ

るもの るもの

(10)未払費用で一年以内に対価の支払をすべきもの（注１０） (10)未払費用で一年以内に対価の支払をすべきもの（注１０）
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(11)未払消費税等 (11)未払消費税等

(12)前受金（受注品等に対する前受金をいい、工事負担金等を除くもの (12)前受金（受注品等に対する前受金をいい、工事負担金等を除くもの

とする。以下同じ。） とする。以下同じ。）

(13)前受収益で一年以内に収益となるべきもの（注１０） (13)前受収益で一年以内に収益となるべきもの（注１０）

(14)引当金（資産に係る引当金及び固定負債に属する引当金を除く。） (14)引当金（資産に係る引当金及び固定負債に属する引当金を除く。）

(15)その他の負債で一年以内に支払又は返済されると認められるもの (15)その他の負債で一年以内に支払又は返済されると認められるもの

＜注１２＞ 特定施設費について ＜注１２＞ 特定施設費について

特定施設費の対象となる特定施設とは、中期計画等の想定の範囲 中期計画等の想定の範囲

内で、設立団体等から委託等を受け、当該設立団体等に替わって一 内で、設立団体等から委託 を受け、当該設立団体等に替わって一

般行政サービス（公営企業型地方独立行政法人の業務に附帯する業 般行政サービス（公営企業型地方独立行政法人の業務に附帯する業

務に限る。）の提供を行うため、当該設立団体等から取得費の全額 務に限る。）の提供を行うための経費に充てるために交付されるも

の交付を受けて取得する固定資産（法第８５条第１項第１号の規定 ののうち、固定資産の取得に充てられる

に基づき当該固定資産の取得に充てた長期借入金の元利償還金の全

額を設立団体から交付されるものを含む。）をいい、特定施設費と

は、当該固定資産の取得に充てるためあらかじめ交付されるものを ものを

いう。 いう。

＜注１３＞ 補助金等について ＜注１３＞ 補助金等について

国又は地方公共団体等から、補助金、負担金、交付金及び補給金 国又は地方公共団体等から、補助金、負担金、交付金及び補給金

等の名称をもって交付されるものであって、相当の反対給付を求め 等の名称をもって交付されるものであって、相当の反対給付を求め

られないもの（運営費負担金、運営費交付金及び特定施設費を除き られないもの（運営費負担金、運営費交付金及び特定施設費を除く

、法第４２条に基づき設立団体が交付するものであって、補助対象

経費に応じて精算することを予定しているものを含む。）をいう。 。）をいう。

＜注１４＞ 工事負担金等について ＜注１４＞ 工事負担金等について

国、地方公共団体、他の公営企業型地方独立行政法人又は受益者 国、地方公共団体、他の公営企業型地方独立行政法人又は受益者

等から、工事負担金、委託費等の名称をもって交付されるものであ 等から、工事負担金、委託費等の名称をもって交付されるものであ

って、相当の反対給付を求められるもの（運営費負担金、運営費交 って、相当の反対給付を求められるもの（運営費負担金、運営費交

付金及び特定施設費を除く。）をいう。 付金及び特定施設費を除く。）をいう。
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第１８ 純資産の定義 第１８ 資本 の定義

１ 公営企業型地方独立行政法人の純資産とは、公営企業型地方独立行政 １ 公営企業型地方独立行政法人の資本 とは、公営企業型地方独立行政

法人の業務を確実に実施するために拠出された財産的基礎及びその業務 法人の業務を確実に実施するために拠出された財産的基礎及びその業務

に関連し発生した剰余金から構成されるものであって、資産から負債を に関連し発生した剰余金から構成されるものであって、資産から負債を

控除した額に相当するものをいう。 控除した額に相当するものをいう。

２ 純資産は、資本金、資本剰余金及び利益剰余金に分類される。 ２ 資本 は、資本金、資本剰余金及び利益剰余金に分類される。

第１９ 資本金等 第１９ 資本金等

１ 資本金とは、公営企業型地方独立行政法人に対する出資を財源とする １ 資本金とは、公営企業型地方独立行政法人に対する出資を財源とする

払込資本に相当する。 払込資本に相当する。

２ 資本剰余金とは、資本金及び利益剰余金以外の純資産であって、贈与 ２ 資本剰余金とは、資本金及び利益剰余金以外の資本 であって、贈与

資本及び評価替資本が含まれる。（注１５） 資本及び評価替資本が含まれる。（注１５）

３ 利益剰余金とは、公営企業型地方独立行政法人の業務に関連し発生し ３ 利益剰余金とは、公営企業型地方独立行政法人の業務に関連し発生し

た剰余金であって、稼得資本に相当する。 た剰余金であって、稼得資本に相当する。

＜注１５＞ 資本剰余金を計上する場合について ＜注１５＞ 資本剰余金を計上する場合について

１ 公営企業型地方独立行政法人が固定資産を取得した場合において １ 公営企業型地方独立行政法人が固定資産を取得した場合において

、取得原資拠出者の意図や取得資産の内容等を勘案し、公営企業型 、取得原資拠出者の意図や取得資産の内容等を勘案し、公営企業型

地方独立行政法人の財産的基礎を構成すると認められる場合には、 地方独立行政法人の財産的基礎を構成すると認められる場合には、

相当額を資本剰余金として計上する。 相当額を資本剰余金として計上する。

２ 具体的には、以下のような場合が想定される。 ２ 具体的には、以下のような場合が想定される。

(1) 地方公共団体からの特定施設費により非償却資産又は「第８４ (1) 地方公共団体からの特定施設費により非償却資産又は「第８４

特定施設である償却資産の減価に係る会計処理」を行うこととさ 特定の 償却資産の減価に係る会計処理」を行うこととさ

れた償却資産を取得した場合 れた償却資産を取得した場合

(2) 特定施設の取得に充てた長期借入金（移行前地方債償還債務を含

む。）を返済するための運営費負担金の交付を受けて、当該長期

借入金を返済した場合

(3) 国又は地方公共団体等からの補助金等又は工事負担金等により非 (2) 国又は地方公共団体等からの補助金等又は工事負担金等により非

償却資産を取得した場合 償却資産を取得した場合
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(4) 「第７７ 運営費負担金、運営費交付金、補助金等及び工事負担 (3) 「第７７ 運営費負担金、運営費交付金、補助金等及び工事負担

金等（以下この章において「運営費負担金・補助金等」という。 金等（以下この章において「運営費負担金・補助金等」という。

）により固定資産を取得する場合の会計処理」における「資本助 ）により固定資産を取得する場合の会計処理」における「資本助

成のための運営費負担金・補助金等」により償却資産を取得した 成のための運営費負担金・補助金等」により償却資産を取得した

場合 場合

(5) 中期計画に定める「剰余金の使途」として固定資産を取得し、又 (4) 中期計画に定める「剰余金の使途」として固定資産を取得し、又

は固定資産の取得に充てた長期借入金（移行前地方債償還債務を は固定資産の取得に充てた長期借入金（移行前地方債償還債務を

含む。）を返済した場合 含む。）を返済した場合

(6) 中期計画の想定の範囲内で、運営費負担金及び運営費交付金によ (5) 中期計画の想定の範囲内で、運営費負担金及び運営費交付金によ

り非償却資産を取得した場合 り非償却資産を取得した場合

(7) 中期計画の想定の範囲内で、寄附金により、寄附者の意図に従い (6) 中期計画の想定の範囲内で、寄附金により、寄附者の意図に従い

又は公営企業型地方独立行政法人があらかじめ特定した使途に従 又は公営企業型地方独立行政法人があらかじめ特定した使途に従

い、非償却資産を取得した場合 い、非償却資産を取得した場合

３ なお、上記２(3)、(6)及び(7)の場合において償却資産を取得し ３ なお、上記２(2)、(5)及び(6)の場合において償却資産を取得し

た場合には、相当額を資産見返負債として計上する。 た場合には、相当額を資産見返負債として計上する。

第２０ 収益の定義 第２０ 収益の定義

公営企業型地方独立行政法人の収益とは、サービスの提供、財貨の引 公営企業型地方独立行政法人の収益とは、サービスの提供、財貨の引

渡又は生産その他の公営企業型地方独立行政法人の業務に関連し、その 渡又は生産その他の公営企業型地方独立行政法人の業務に関連し、その

資産の増加又は負債の減少（又は両者の組合せ）をもたらす経済的便益 資産の増加又は負債の減少（又は両者の組合せ）をもたらす経済的便益

の増加であって、公営企業型地方独立行政法人の財産的基礎を増加させ の増加であって、公営企業型地方独立行政法人の財産的基礎を増加させ

る資本取引によってもたらされるものを除くものをいう。 る資本取引によってもたらされるものを除くものをいう。

（注１６） （注１６）

＜注１６＞ 公営企業型地方独立行政法人の収益の定義から除かれる ＜注１６＞ 公営企業型地方独立行政法人の収益の定義から除かれる

事例について 事例について

資本取引として公営企業型地方独立行政法人の収益から除外され 資本取引として公営企業型地方独立行政法人の収益から除外され

るものの例として、「第８４ 特定施設である償却資産の減価に係 るものの例として、「第８４ 特定 の償却資産の減価に係

る会計処理」を行うこととされた償却資産の売却、交換又は除却等 る会計処理」を行うこととされた償却資産の売却、交換又は除却等

に直接起因する資産の増加又は負債の減少（又は両者の組合せ）が に直接起因する資産の増加又は負債の減少（又は両者の組合せ）が
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ある。 ある。

第２１ 費用の定義 第２１ 費用の定義

公営企業型地方独立行政法人の費用とは、サービスの提供、財貨の引 公営企業型地方独立行政法人の費用とは、サービスの提供、財貨の引

渡又は生産その他の公営企業型地方独立行政法人の業務に関連し、その 渡又は生産その他の公営企業型地方独立行政法人の業務に関連し、その

資産の減少又は負債の増加（又は両者の組合せ）をもたらす経済的便益 資産の減少又は負債の増加（又は両者の組合せ）をもたらす経済的便益

の減少であって、公営企業型地方独立行政法人の財産的基礎を減少させ の減少であって、公営企業型地方独立行政法人の財産的基礎を減少させ

る資本取引によってもたらされるものを除くものをいう。（注１７） る資本取引によってもたらされるものを除くものをいう。（注１７）

＜注１７＞ 公営企業型地方独立行政法人の費用の定義から除かれ ＜注１７＞ 公営企業型地方独立行政法人の費用の定義から除かれ

る事例について る事例について

資本取引として公営企業型地方独立行政法人の費用から除外され 資本取引として公営企業型地方独立行政法人の費用から除外され

るものの例は、以下のとおり。 るものの例は、以下のとおり。

(1) 「第８４ 特定施設である償却資産の減価に係る会計処理」を (1) 「第８４ 特定の 償却資産の減価に係る会計処理」を

行うこととされた償却資産の減価償却相当額 行うこととされた償却資産の減価償却相当額

(2) 上記(1)の償却資産の売却、交換又は除却等に直接起因する資 (2) 上記(1)の償却資産の売却、交換又は除却等に直接起因する資

産の減少又は負債の増加（又は両者の組合せ） 産の減少又は負債の増加（又は両者の組合せ）

(3) 公営企業型地方独立行政法人に適用される固定資産の減損に係

る会計基準「第１５ 特定施設である償却資産の減損にかかる

会計処理」を行うこととされた償却資産の減損損失相当額

第２４ 行政サービス実施コスト 第２４ 行政サービス実施コスト

次に掲げるコストは、行政サービス実施コストに属するものとする。 次に掲げるコストは、行政サービス実施コストに属するものとする。

(1) 公営企業型地方独立行政法人の損益計算上の費用から運営費負担金 (1) 公営企業型地方独立行政法人の損益計算上の費用から運営費負担金

、運営費交付金及び国又は地方公共団体からの補助金等に基づく収 、運営費交付金及び国又は地方公共団体からの補助金等に基づく収

益以外の収益を控除した額（注２１） 益以外の収益を控除した額（注２１）

(2) 「第８４ 特定施設である償却資産に係る減価の会計処理」を行う (2) 「第８４ 特定の 償却資産に係る減価の会計処理」を行う

こととされた償却資産の減価償却相当額 こととされた償却資産の減価償却相当額

（引当外賞与見積額に係る改正は行わない）
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(3) 国又は地方公共団体の資産を利用することから生ずる機会費用（注 (3) 国又は地方公共団体の資産を利用することから生ずる機会費用（注

２２） ２２）

ア 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸 ア 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸

借取引から生ずる機会費用 借取引から生ずる機会費用

イ 地方公共団体出資から生ずる機会費用 イ 地方公共団体出資から生ずる機会費用

ウ 国又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件によ ウ 国又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件によ

る融資取引から生ずる機会費用 る融資取引から生ずる機会費用

(4) 公営企業型地方独立行政法人に適用される固定資産の減損に係る会

計基準「第１５ 特定施設である償却資産の減損にかかる会計基準

」を行うこととされた償却資産の減損損失相当額

＜注２１＞ 行政サービス実施コスト計算における損益計算上の費用 ＜注２１＞ 行政サービス実施コスト計算における損益計算上の費

及び控除すべき収益の範囲について 用及び控除すべき収益の範囲について

１ 損益計算上の費用には、損益計算書上の費用に計上された設立団 １ 損益計算上の費用には、損益計算書上の費用に計上された設立団

体納付額も含まれる。 体納付額も含まれる。

２ 行政サービス実施コストとは、公営企業型地方独立行政法人の業 ２ 行政サービス実施コストとは、公営企業型地方独立行政法人の業

務運営に関して、住民等の負担に帰せられるコストであることから 務運営に関して、住民等の負担に帰せられるコストであることから

、損益計算上の費用から控除すべき収益は、住民等の負担に帰せら 、損益計算上の費用から控除すべき収益は、住民等の負担に帰せら

れない自己収入に限られる必要があり、例えば、次のような収益は れない自己収入に限られる必要があり、例えば、次のような収益は

控除すべき収益には含まれない。 控除すべき収益には含まれない。

(1) 特殊法人又は独立行政法人から交付される補助金又は助成金等に (1) 特殊法人又は独立行政法人から交付される補助金又は助成金等に

係る収益のうち、当該交付法人が国又は地方公共団体から交付さ 係る収益のうち、当該交付法人が国又は地方公共団体から交付さ

れた補助金等を財源とするもの れた補助金等を財源とするもの

(2) 地方公共団体からの現物出資が、消費税の課税仕入とみなされる (2) 地方公共団体からの現物出資が、消費税の課税仕入とみなされる

ことによって生じた還付消費税に係る収益 ことによって生じた還付消費税に係る収益

(3) 財源措置予定額収益 (3) 財源措置予定額収益

３ 行政サービス実施コストを表示する際、損益計算書上の業務費用 ３ 行政サービス実施コストを表示する際、損益計算書上の業務費用

のうち、減価償却充当対象補助金（運営費負担金、運営費交付金及 のうち、減価償却充当対象補助金（運営費負担金、運営費交付金及

び補助金等のうち、経常費助成のための運営費負担金・補助金等に び補助金等のうち、料金 助成のための運営費負担金・補助金等に
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対応し、減価償却費に充当するものをいう。）を計上するものとす 対応し、減価償却費に充当するものをいう。）を計上するものとす

る。 る。

＜注２２＞ 機会費用について ＜注２２＞ 機会費用について

１ 国又は地方公共団体の財産の減額された使用料による貸借とは、 １ 国又は地方公共団体の財産の減額された使用料による貸借とは、

貸主である国又は地方公共団体が法令等の規定に従い減額して貸し 貸主である国又は地方公共団体が法令等の規定に従い減額して貸し

付けている場合の当該貸借をいう。 付けている場合の当該貸借をいう。

２ 国又は地方公共団体からの有利な条件による融資とは、貸主であ ２ 国又は地方公共団体からの有利な条件による融資とは、貸主であ

る国又は地方公共団体が政策的に低利融資を行っている場合の当該 る国又は地方公共団体が政策的に低利融資を行っている場合の当該

融資をいう。 融資をいう。

第３章 認識及び測定 第３章 認識及び測定

第２７ 有形固定資産の評価 第２７ 有形固定資産の評価

１ 有形固定資産については、その取得原価から減価償却累計額及び減損 １ 有形固定資産については、その取得原価から減価償却累計額

損失累計額（公営企業型地方独立行政法人に適用される固定資産の減損

に係る会計基準「第１２ 貸借対照表における表示」１に規定する減損

損失累計額をいう。以下同じ。）を控除した価額をもって貸借対照表価 を控除した価額をもって貸借対照表価

額とする。 額とする。

２ 有形固定資産の取得原価には、原則として当該資産の引取費用等の付 ２ 有形固定資産の取得原価には、原則として当該資産の引取費用等の付

随費用を含めて算定した金額とする。 随費用を含めて算定した金額とする。

３ 地方公共団体からの現物出資として受入れた固定資産については、時 ３ 地方公共団体からの現物出資として受入れた固定資産については、時

価を基準とした地方公共団体が評価した価額を、設立団体から承継した 価を基準とした地方公共団体が評価した価額を、設立団体から承継した

固定資産については、時価を基準として設立団体が評価した価額をそれ 固定資産については、時価を基準として設立団体が評価した価額をそれ

ぞれ取得原価とする。 ぞれ取得原価とする。（注２３）

ただし、減損が生じていると認められる場合は、公営企業型地方独立

行政法人に適用される固定資産の減損に係る会計基準に基づく回収可能

価額を取得原価とすることも可能とする。（注２３）

４ 償却済の有形固定資産は、除却されるまで残存価額又は備忘価額で記 ４ 償却済の有形固定資産は、除却されるまで残存価額又は備忘価額で記

載する。 載する。
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＜注２３＞ 承継した固定資産等の評価について ＜注２３＞ 承継した固定資産等の評価について

現物出資として受入れた固定資産に係る地方公共団体の評価及び 現物出資として受入れた固定資産に係る地方公共団体の評価及び

設立団体から承継した固定資産に係る当該設立団体の評価は、別途 設立団体から承継した固定資産に係る当該設立団体の評価は、別途

通知される基準を勘案して行われるものである。 通知される基準を勘案して行われるものである。

第２８ 無形固定資産の評価 第２８ 無形固定資産の評価

無形固定資産については、当該資産の取得のために支出した金額から 無形固定資産については、当該資産の取得のために支出した金額から

減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した価額をもって貸借対照表 減価償却累計額 を控除した価額をもって貸借対照表

価額とする。（注２４） 価額とする。（注２４）

＜注２４＞ ソフトウェアについて ＜注２４＞ ソフトウェアについて

１ ソフトウェア（コンピュータを機能させるように指令を組み合わ １ ソフトウェア（コンピュータを機能させるように指令を組み合わ

せて表現したプログラム等をいう。以下同じ。）を用いて外部に業 せて表現したプログラム等をいう。以下同じ。）を用いて外部に業

務処理等のサービスを提供する契約等が締結されている場合のよう 務処理等のサービスを提供する契約等が締結されている場合のよう

に、その提供により将来の収益獲得が確実であると認められる場合 に、その提供により将来の収益獲得が確実であると認められる場合

には、適正な原価を集計した上、当該ソフトウェアの制作に要した には、適正な原価を集計した上、当該ソフトウェアの制作に要した

費用に相当する額を無形固定資産として計上しなければならない。 費用に相当する額を無形固定資産として計上しなければならない。

２ 法人内利用のソフトウェアについては、完成品を購入した場合の ２ 法人内利用のソフトウェアについては、完成品を購入した場合の

ように、その利用により将来の収益獲得又は費用削減が確実である ように、その利用により将来の収益獲得又は費用削減が確実である

と認められる場合には、当該ソフトウェアの取得に要した費用に相 と認められる場合には、当該ソフトウェアの取得に要した費用に相

当する額を無形固定資産として計上しなければならない。 当する額を無形固定資産として計上しなければならない。

３ 機械装置等に組み込まれているソフトウェアについては、原則と ３ 機械装置等に組み込まれているソフトウェアについては、原則と

して当該機械装置等に含めて処理する。 して当該機械装置等に含めて処理する。

第２９ リース資産の会計処理 第２９ リース資産の会計処理

リース取引に係る会計基準については、リース取引をファイナンス・ リース取引に係る会計基準については、リース取引をファイナンス・

リース取引とオペレーティング・リース取引の二種類に分け、ファイナ リース取引とオペレーティング・リース取引の二種類に分け、ファイナ

ンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計 ンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計

処理を行い、かつ、当該ファイナンス・リース取引が損益に与える影響 処理を行い、
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額等を財務諸表に注記する。

オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じて会計処理を行い、かつ、リース期間の中途において当該契 方法に準じて会計処理を行い、かつ、リース期間の中途において当該契

約を解除することができるオペレーティング・リース取引を除き、次に 約を解除することができるオペレーティング・リース取引を除き、次に

掲げる事項を財務諸表に注記する。（注２５） 掲げる事項を財務諸表に注記する。（注２５）

(1) 貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 (1) 貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料

(2) 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料 (2) 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料

＜注２５＞ リース資産の表示方法について ＜注２５＞ リース資産の表示方法について

１ ファイナンス・リース取引とは、リース契約に基づくリース期間 １ ファイナンス・リース取引とは、リース契約に基づくリース期間

の中途において当該契約を解除することができないリース取引又は の中途において当該契約を解除することができないリース取引又は

これに準ずるリース取引で、借り手が、当該契約に基づき使用する これに準ずるリース取引で、借り手が、当該契約に基づき使用する

物件（以下「リース物件」という。）からもたらされる経済的便益 物件（以下「リース物件」という。）からもたらされる経済的便益

を実質的に享受することができ、かつ、当該リース物件の使用に伴 を実質的に享受することができ、かつ、当該リース物件の使用に伴

って生じるコストを実質的に負担することとなるリース取引をいう って生じるコストを実質的に負担することとなるリース取引をいう

。オペレーティング・リース取引とは、ファイナンス・リース取引 。オペレーティング・リース取引とは、ファイナンス・リース取引

以外のリース取引をいう。 以外のリース取引をいう。

２ 公営企業型地方独立行政法人におけるファイナンス・リース取引 ２ 公営企業型地方独立行政法人におけるファイナンス・リース取引

の会計基準については、公営企業型地方独立行政法人が公共性等共 の会計基準については、公営企業型地方独立行政法人が公共性等共

通の性格を持ち、一の統一した制度の下に存在するものであって、 通の性格を持ち、一の統一した制度の下に存在するものであって、

「通常の賃貸借取引に係る方法に 企業会計原則では認められている「通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理」を選択的に認めることは適切ではないことから、 準じた会計処理」を選択的に認めることは適切ではないことから、

通常の売買取引に係る方法に準じた処理を行うものとする。 通常の売買取引に係る方法に準じた処理を行うものとする。

第３１ 有価証券の評価基準及び評価方法 第３１ 有価証券の評価基準及び評価方法

２ 有価証券は、公営企業型地方独立行政法人が保有する目的により、次 ２ 有価証券は、公営企業型地方独立行政法人が保有する目的により、次

のように区分し、評価差額等について処理した上、それぞれ区分ごとの のように区分し、評価差額等について処理した上、それぞれ区分ごとの

評価額をもって貸借対照表価額としなければならない。 評価額をもって貸借対照表価額としなければならない。

(4) その他有価証券 (4) その他有価証券

売買目的有価証券、満期保有目的の債券及び関係会社株式以外の有 売買目的有価証券、満期保有目的の債券及び関係会社株式以外の有
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価証券（以下「その他有価証券」という。）は、時価をもって貸借 価証券（以下「その他有価証券」という。）は、時価をもって貸借

対照表価額とし、評価差額はその全額を純資産の部に計上し、翌期 対照表価額とし、評価差額はその全額を資本 の部に計上し、翌期

首に取得原価に洗い替えなければならない。なお、純資産の部に計 首に取得原価に洗い替えなければならない。なお、資本 の部に計

上されるその他有価証券の評価差額については、純資産の部に計上 上されるその他有価証券の評価差額については、資本 の部に計上

される他の剰余金と区分して記載しなければならない。（注２７) される他の剰余金と区分して記載しなければならない。（注２７)

第３４ 外貨建取引の会計処理 第３４ 外貨建取引の会計処理

５ 決算時における換算によって生じた換算差額は、当期の為替差損益と ５ 決算時における換算によって生じた換算差額は、当期の為替差損益と

して処理する。ただし、外貨建有価証券換算差額については、時価の著 して処理する。ただし、外貨建有価証券換算差額については、時価の著

しい下落又は実質価額の著しい低下により、決算時の為替相場による換 しい下落又は実質価額の著しい低下により、決算時の為替相場による換

算を行ったことによって生じた換算差額は、当期の有価証券の評価損と 算を行ったことによって生じた換算差額は、当期の有価証券の評価損と

して処理するほか、次に定めるところにより処理するものとする。 して処理するほか、次に定めるところにより処理するものとする。

(4) 外貨建のその他有価証券について決算時の為替相場による換算を行 (4) 外貨建のその他有価証券について決算時の為替相場による換算を行

うことによって生じた換算差額は、純資産の部に計上し、翌期首に うことによって生じた換算差額は、資本 の部に計上し、翌期首に

取得原価に洗い替える。 取得原価に洗い替える。

第４章 財務諸表の体系 第４章 財務諸表の体系

第４０ セグメント情報の開示 第４０ セグメント情報の開示

１ 公営企業型地方独立行政法人における開示すべきセグメント情報は、 １ 公営企業型地方独立行政法人における開示すべきセグメント情報は、

所在地別セグメント情報等当該法人の事業内容等に応じた適切な区分に 所在地別セグメント情報等当該法人の事業内容等に応じた適切な区分に

基づくセグメント情報とする。 基づくセグメント情報とする。

２ 事業区分の決定に当たっては、事業内容の実態を適切に反映した情報 ２ 事業区分の決定に当たっては、事業内容の実態を適切に反映した情報

を開示しうるようにしなければならない。決定した事業区分については を開示しうるようにしなければならない。決定した事業区分については

、当該区分の方法、各区分に属する主要事業の名称等を補足情報として 、当該区分の方法、各区分に属する主要事業の名称等を補足情報として

記載する。 記載する。

３ 所在地セグメント情報は、事業所別、施設別等事業活動の実態を適切 ３ 所在地セグメント情報は、事業所別、施設別等事業活動の実態を適切

に反映して開示するものとする。 に反映して開示するものとする。

４ 開示すべき情報は、事業収益、事業損益及び当該セグメントに属する ４ 開示すべき情報は、事業収益、事業損益及び当該セグメントに属する

総資産額その他の財務情報とする。（注３６） 総資産額その他の財務情報とする。（注３６）



- 14 -

公営企業型地方独立行政法人会計基準新旧 08/05/26 17:33

＜注３６＞ セグメント情報の開示について ＜注３６＞ セグメント情報の開示について

１ 公営企業型地方独立行政法人は、業績評価のための情報提供等に １ 公営企業型地方独立行政法人においても、その業務の内容が多岐

よる住民その他の利害関係者に対する説明責任を果たす観点から、 にわたる場合、説明責任の観点から、その業務ごとのセグメントに

その業務の内容が多岐にわたる場合、区分及び開示内容について企 係る財務情報を開示する必要がある。

業会計で求められるよりも詳細なセグメントに係る財務情報を開示

することが求められる。

２ このため、開示すべき情報についても、 ２ また 、開示すべき情報についても、住民その他の利害関係者

主要な資産項目、主要な事業費用 に対する説明責任を果たすため、主要な資産項目、主要な事業費用

及び主要な事業収益（国又は地方公共団体による財源措置等を含む 及び 国又は地方公共団体による財源措置等

。）の内訳を積極的に開示する必要がある。 の内訳を積極的に開示する必要がある。

３ セグメントの区分については、運営費負担金及び運営費交付金に ３ セグメントの区分については、運営費負担金及び運営費交付金に

基づく収益以外の収益の性質や複数の業務を統合した法人における 基づく収益以外の収益の性質や複数の業務を統合した法人における

業務の区分を参考にしつつ、例えば、施設の機能別セグメント、研 業務の区分を参考にしつつ

究分野別セグメントなど、定めていくこととする。 定めていくこととする。

第４１ 貸借対照表の作成目的 第４１ 貸借対照表の作成目的

貸借対照表は、公営企業型地方独立行政法人の財政状態を明らかにす 貸借対照表は、公営企業型地方独立行政法人の財政状態を明らかにす

るため、貸借対照表日におけるすべての資産、負債及び純資産を記載し るため、貸借対照表日におけるすべての資産、負債及び資本 を記載し

、住民その他の利害関係者にこれを正しく表示するものでなければなら 、住民その他の利害関係者にこれを正しく表示するものでなければなら

ない。 ない。

第５章 貸借対照表 第５章 貸借対照表

第４６ 表示区分 第４６ 表示区分

貸借対照表は、資産の部、負債の部及び純資産の部の三区分に分かち 貸借対照表は、資産の部、負債の部及び資本 の部の三区分に分かち

、更に資産の部を固定資産及び流動資産に、負債の部を固定負債及び流 、更に資産の部を固定資産及び流動資産に、負債の部を固定負債及び流

動負債に区分しなければならない。 動負債に区分しなければならない。

第４７ 資産、負債及び純資産の記載の基準 第４７ 資産、負債及び資本 の記載の基準
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資産、負債及び純資産は、適切な区分、配列、分類及び評価の基準に 資産、負債及び資本 は、適切な区分、配列、分類及び評価の基準に

従って記載しなければならない。 従って記載しなければならない。

第４８ 総額主義の原則 第４８ 総額主義の原則

資産、負債及び純資産は、総額によって記載することを原則とし、資 資産、負債及び資本 は、総額によって記載することを原則とし、資

産の項目と負債又は純資産の項目とを相殺することによって、その全部 産の項目と負債又は資本 の項目とを相殺することによって、その全部

又は一部を貸借対照表から除去してはならない。 又は一部を貸借対照表から除去してはならない。

第４９ 資産と負債・純資産の均衡 第４９ 資産と負債・資本 の均衡

貸借対照表の資産の合計金額は、負債と純資産の合計金額に一致しな 貸借対照表の資産の合計金額は、負債と資本 の合計金額に一致しな

ければならない。 ければならない。

第５１ 貸借対照表科目の分類 第５１ 貸借対照表科目の分類

１ 資産、負債及び純資産の各科目は、一定の基準に従って明瞭に分類し １ 資産、負債及び資本 の各科目は、一定の基準に従って明瞭に分類し

なければならない。 なければならない。

２ 資産は、固定資産に属する資産及び流動資産に属する資産に分類しな ２ 資産は、固定資産に属する資産及び流動資産に属する資産に分類しな

ければならない。 ければならない。

３ 負債は、固定負債に属する負債及び流動負債に属する負債に分類しな ３ 負債は、固定負債に属する負債及び流動負債に属する負債に分類しな

ければならない。 ければならない。

４ 純資産は、資本金に属するもの、資本剰余金に属するもの及び利益剰 ４ 資本 は、資本金に属するもの、資本剰余金に属するもの及び利益剰

余金に属するものに分類しなければならない。 余金に属するものに分類しなければならない。

第５５ 純資産の表示項目 第５５ 資本 の表示項目

１ 資本金は、出資地方公共団体ごとに区分して表示しなければならない １ 資本金は、出資地方公共団体ごとに区分して表示しなければならない

。 。

２ 資本剰余金は、資本剰余金の総額を表示するとともに、｢第８４ 特定 ２ 資本剰余金は、資本剰余金の総額を表示するとともに、｢第８４ 特定

の償却資産の減価に係る会計処理｣を行うこととされた償却資産の損益 の償却資産の減価に係る会計処理｣を行うこととされた償却資産の損益

外減価償却相当額の累計額又は公営企業型地方独立行政法人に適用され 外減価償却相当額の累計額

る固定資産の減損に係る会計基準「第１５ 特定施設である償却資産の

減損にかかる会計処理」を行うこととされた固定資産の損益外減損損失
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相当額の累計額を、それぞれ損益外減価償却累計額又は損益外減損損失 を 損益外減価償却累計額

累計額として控除して表示しなければならない。 として控除して表示しなければならない。

３ 利益剰余金は、法第４０条第１項に基づく積立金（以下「積立金」と ３ 利益剰余金は、法第４０条第１項に基づく積立金（以下「積立金」と

いう。）、法第４０条第４項において定められている場合における前中 いう。）、法第４０条第４項において定められている場合における前中

期目標期間繰越積立金、法第４０条第３項により中期計画で定める使途 期目標期間繰越積立金、法第４０条第３項により中期計画で定める使途

に充てるために、使途ごとに適切な名称を付した積立金（以下「目的積 に充てるために、使途ごとに適切な名称を付した積立金（以下「目的積

立金」という。）及び当期未処分利益に区分して表示する。なお、当期 立金」という。）及び当期未処分利益に区分して表示する。なお、当期

未処分利益の内訳として、当期総利益を表示するものとする。 未処分利益の内訳として、当期総利益を表示するものとする。

４ その他有価証券の評価差額は、利益剰余金の次に別に区分を設け、そ ４ その他有価証券の評価差額は、利益剰余金の次に別に区分を設け、そ

の他有価証券評価差額金の科目により表示しなければならない。 の他有価証券評価差額金の科目により表示しなければならない。

第５６ 貸借対照表の様式 第５６ 貸借対照表の様式

貸借対照表の標準的な様式は、次のとおりとする。 貸借対照表の標準的な様式は、次のとおりとする。

貸借対照表 貸借対照表

（平成○○年３月３１日） （平成○○年３月３１日）

資産の部 資産の部

Ⅰ 固定資産 Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産 １ 有形固定資産

土地 ××× 土地 ×××

減損損失累計額 ××× ×××

建物 ××× 建物 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ××× ×××

減損損失累計額 ××× ×××

構築物 ××× 構築物 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ××× ×××

減損損失累計額 ××× ×××

機械装置 ××× 機械装置 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ××× ×××

減損損失累計額 ××× ×××
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船舶 ××× 船舶 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ××× ×××

減損損失累計額 ××× ×××

車両運搬具 ××× 車両運搬具 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ××× ×××

減損損失累計額 ××× ×××

工具器具備品 ××× 工具器具備品 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ××× ×××

減損損失累計額 ××× ×××

建設仮勘定 ××× 建設仮勘定 ×××

減損損失累計額 ××× ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

有形固定資産合計 ××× 有形固定資産合計 ×××

２ 無形固定資産 ２ 無形固定資産

営業権 ××× 営業権 ×××

借地権 ××× 借地権 ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

無形固定資産合計 ××× 無形固定資産合計 ×××

３ 投資その他の資産 ３ 投資その他の資産

投資有価証券 ××× 投資有価証券 ×××

関係会社株式 ××× 関係会社株式 ×××

長期貸付金 ××× 長期貸付金 ×××

関係法人長期貸付金 ××× 関係法人長期貸付金 ×××

長期前払費用 ××× 長期前払費用 ×××

未収財源措置予定額 ××× 未収財源措置予定額 ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

投資その他の資産合計 ××× 投資その他の資産合計 ×××

固定資産合計 ××× 固定資産合計 ×××
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Ⅱ 流動資産 Ⅱ 流動資産

現金及び預金 ××× 現金及び預金 ×××

有価証券 ××× 有価証券 ×××

受取手形 ××× 受取手形 ×××

貸倒引当金 ××× ××× 貸倒引当金 ××× ×××

未収入金 ××× 未収入金 ×××

貸倒引当金 ××× ××× 貸倒引当金 ××× ×××

たな卸資産 ××× たな卸資産 ×××

前渡金 ××× 前渡金 ×××

前払費用 ××× 前払費用 ×××

未収収益 ××× 未収収益 ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

流動資産合計 ××× 流動資産合計 ×××

資産合計 ××× 資産合計 ×××

負債の部 負債の部

Ⅰ 固定負債 Ⅰ 固定負債

資産見返負債 資産見返負債

資産見返運営費負担金 ××× 資産見返運営費負担金 ×××

資産見返運営費交付金 ××× 資産見返運営費交付金 ×××

資産見返補助金等 ××× 資産見返補助金等 ×××

資産見返工事負担金等 ××× 資産見返工事負担金等 ×××

資産見返寄附金 ××× 資産見返寄附金 ×××

建設仮勘定見返 建設仮勘定見返

運営費負担金 ××× 運営費負担金 ×××

建設仮勘定見返 建設仮勘定見返

運営費交付金 ××× 運営費交付金 ×××

建設仮勘定見返 建設仮勘定見返

特定施設費 ××× 特定施設費 ×××



- 19 -

公営企業型地方独立行政法人会計基準新旧 08/05/26 17:33

建設仮勘定見返 建設仮勘定見返

補助金等 ××× 補助金等 ×××

建設仮勘定見返 建設仮勘定見返

工事負担金等 ××× ××× 工事負担金等 ××× ×××

長期預り補助金等 ××× 長期預り補助金等 ×××

長期預り工事負担金等 ××× 長期預り工事負担金等 ×××

長期寄附金債務 ××× 長期寄附金債務 ×××

長期借入金 ××× 長期借入金 ×××

移行前地方債償還債務 ××× 移行前地方債償還債務 ×××

引当金 引当金

退職給付引当金 ××× 退職給付引当金 ×××

追加退職給付引当金 ××× 追加退職給付引当金 ×××

（何）引当金 ××× （何）引当金 ×××

・・・ ××× ××× ・・・ ××× ×××

長期未払金 ××× 長期未払金 ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

固定負債合計 ××× 固定負債合計 ×××

Ⅱ 流動負債 Ⅱ 流動負債

運営費負担金債務 ××× 運営費負担金債務 ×××

運営費交付金債務 ××× 運営費交付金債務 ×××

預り特定施設費 ××× 預り特定施設費 ×××

預り補助金等 ××× 預り補助金等 ×××

預り工事負担金等 ××× 預り工事負担金等 ×××

寄附金債務 ××× 寄附金債務 ×××

短期借入金 ××× 短期借入金 ×××

未払金 ××× 未払金 ×××

未払費用 ××× 未払費用 ×××

未払消費税等 ××× 未払消費税等 ×××

前受金 ××× 前受金 ×××
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預り金 ××× 預り金 ×××

前受収益 ××× 前受収益 ×××

引当金 引当金

（何）引当金 ××× （何）引当金 ×××

・・・ ××× ××× ・・・ ××× ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

流動負債合計 ××× 流動負債合計 ×××

負債合計 ××× 負債合計 ×××

純資産の部 資本 の部

Ⅰ 資本金 Ⅰ 資本金

設立団体出資金 ××× 設立団体出資金 ×××

その他地方公共団体出資金 ××× その他地方公共団体出資金 ×××

資本金合計 ××× 資本金合計 ×××

Ⅱ 資本剰余金 Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 ××× 資本剰余金 ×××

損益外減価償却累計額（－） －××× 損益外減価償却累計額（－） －×××

損益外減損損失累計額（－） －×××

資本剰余金合計 ××× 資本剰余金合計 ×××

Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金） Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）

前中期目標期間繰越積立金 ××× 前中期目標期間繰越積立金 ×××

（何）積立金 ××× （何）積立金 ×××

積立金 ××× 積立金 ×××

当期未処分利益 ××× 当期未処分利益 ×××

（又は当期未処理損失） （又は当期未処理損失）

（うち当期総利益（又は当期総損失） ×××） （うち当期総利益（又は当期総損失） ×××）

利益剰余金（又は繰越欠損金）合計 ××× 利益剰余金（又は繰越欠損金）合計 ×××



- 21 -

公営企業型地方独立行政法人会計基準新旧 08/05/26 17:33

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ××× Ⅳ その他有価証券評価差額金 ×××

純資産合計 ××× 資本合計 ×××

負債純資産合計 ××× 負債資本合計 ×××

第６章 損益計算書 第６章 損益計算書

第６０ 損益計算書科目の分類 第６０ 損益計算書科目の分類

１ 営業損益計算の区分は、当該公営企業型地方独立行政法人の業務活動 １ 営業損益計算の区分は、当該公営企業型地方独立行政法人の業務活動

から生じた費用及び収益を記載して、営業利益を計算する。 から生じた費用及び収益を記載して、営業利益を計算する。

２ 経常損益計算の区分は、営業損益計算の結果を受けて、利息その他営 ２ 経常損益計算の区分は、営業損益計算の結果を受けて、利息その他営

業以外の原因から生ずる損益であって臨時損益に属さないものを記載し 業以外の原因から生ずる損益であって臨時損益に属さないものを記載し

て、経常利益を計算する。 て、経常利益を計算する。

３ 純損益計算の区分は、経常損益計算の結果を受けて、固定資産売却損 ３ 純損益計算の区分は、経常損益計算の結果を受けて、固定資産売却損

益、減損損失、災害損失等の臨時損益を記載し、当期純利益を計算する 益 、災害損失等の臨時損益を記載し、当期純利益を計算する

。（注４０） 。（注４０）

４ 純損益計算の結果を受けて、目的積立金取崩額等を記載し、当期総利 ４ 純損益計算の結果を受けて、目的積立金取崩額等を記載し、当期総利

益を計算する。 益を計算する。

＜注４０＞ 臨時損益項目について ＜注４０＞ 臨時損益項目について

臨時損益に属する項目であっても、金額の僅少なもの又は毎期経 臨時損益に属する項目であっても、金額の僅少なもの又は毎期経

常的に発生するものは、経常損益計算に含めることができる。 常的に発生するものは、経常損益計算に含めることができる。

第６３ 損益計算書の様式 第６３ 損益計算書の様式

損益計算書の標準的な様式は、次のとおりとする。 損益計算書の標準的な様式は、次のとおりとする。

損益計算書 損益計算書

（平成○○年４月１日～平成○○年３月３１日） （平成○○年４月１日～平成○○年３月３１日）

営業収益 営業収益
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（何）事業収益 ××× （何）事業収益 ×××

運営費負担金収益 ××× 運営費負担金収益 ×××

運営費交付金収益 ××× 運営費交付金収益 ×××

補助金等収益 ×××

資産見返運営費負担金戻入 ××× 資産見返運営費負担金戻入 ×××

資産見返運営費交付金戻入 ××× 資産見返運営費交付金戻入 ×××

資産見返補助金等戻入 ××× 資産見返補助金等戻入 ×××

資産見返工事負担金等戻入 ××× 資産見返工事負担金等戻入 ×××

資産見返寄附金等戻入 ××× 資産見返寄附金等戻入 ×××

(何)手数料収入 ××× (何)手数料収入 ×××

(何)入場料収入 ××× (何)入場料収入 ×××

受託収入 ××× 受託収入 ×××

雑益 ××× 雑益 ×××

営業収益合計 ××× 営業収益合計 ×××

営業費用 営業費用

(何)事業費 (何)事業費

・・・ ××× ・・・ ×××

減価償却費 ××× 減価償却費 ×××

貸倒引当金繰入 ××× 貸倒引当金繰入 ×××

(何)引当金繰入 ××× (何)引当金繰入 ×××

・・・ ××× ××× ・・・ ××× ×××

一般管理費 一般管理費

・・・ ××× ・・・ ×××

減価償却費 ××× 減価償却費 ×××

・・・ ××× ××× ・・・ ××× ×××

雑支出 ××× 雑支出 ×××

営業費用合計 ××× 営業費用合計 ×××

営業利益（又は営業損失） ××× 営業利益（又は営業損失） ×××
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営業外収益 営業外収益

運営費負担金収益 ××× 運営費負担金収益 ×××

運営費交付金収益 ××× 運営費交付金収益 ×××

補助金等収益 ××× 補助金等収益 ×××

工事負担金等収益 ××× 工事負担金等収益 ×××

財源措置予定額収益 ××× 財源措置予定額収益 ×××

寄附金収益 ××× 寄附金収益 ×××

財務収益 財務収益

受取利息 ××× 受取利息 ×××

・・・ ××× ××× ・・・ ××× ×××

雑益 ××× 雑益 ×××

営業外収益合計 ××× 営業外収益合計 ×××

営業外費用 営業外費用

財務費用 財務費用

支払利息 ××× 支払利息 ×××

・・・ ××× ××× ・・・ ××× ×××

雑支出 ××× 雑支出 ×××

営業外費用合計 ××× 営業外費用合計 ×××

経常利益（又は経常損失） ××× 経常利益（又は経常損失） ×××

臨時利益 臨時利益

固定資産売却益 ××× 固定資産売却益 ×××

(何)引当金戻入益 ××× (何)引当金戻入益 ×××

・・・ ××× ××× ・・・ ××× ×××

臨時損失 臨時損失

固定資産除却損 ××× 固定資産除却損 ×××
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減損損失 ×××

・・・ ××× ××× ・・・ ××× ×××

当期純利益 ××× 当期純利益 ×××

目的積立金取崩額 ××× 目的積立金取崩額 ×××

当期総利益 ××× 当期総利益 ×××

第７章 キャッシュ・フロー計算書 第７章 キャッシュ・フロー計算書

第８章 利益の処分又は損失の処理に関する書類 第８章 利益の処分又は損失の処理に関する書類

第９章 行政サービス実施コスト計算書 第９章 行政サービス実施コスト計算書

第７２ 表示区分 第７２ 表示区分

１ 行政サービス実施コスト計算書は、コストの発生原因ごとに、業務費 １ 行政サービス実施コスト計算書は、コストの発生原因ごとに、業務費

用、損益外減価償却相当額、損益外減損損失相当額、機会費用及び（控 用、損益外減価償却相当額 、機会費用及び（控

除）設立団体納付額に区分して表示しなければならない。 除）設立団体納付額に区分して表示しなければならない。

第７３ 行政サービス実施コスト計算書の様式 第７３ 行政サービス実施コスト計算書の様式

行政サービス実施コスト計算書の標準的な様式は、次のとおりとする 行政サービス実施コスト計算書の標準的な様式は、次のとおりとする

。 。

行政サービス実施コスト計算書 行政サービス実施コスト計算書

（平成〇〇年４月１日～平成〇〇年３月３１日） （平成〇〇年４月１日～平成〇〇年３月３１日）

Ⅰ 業務費用 Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用 (1) 損益計算書上の費用

(何)業務費 ××× (何)業務費 ×××

一般管理費 ××× ××× 一般管理費 ××× ×××
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(2) (控除)自己収入等 (2) (控除)自己収入等

(何)手数料収入 －××× (何)手数料収入 －×××

(何)入場料収入 －××× －××× (何)入場料収入 －××× －×××

業務費用合計 ××× 業務費用合計 ×××

（うち 減価償却充当補助金相当額 ××× ） （うち 減価償却充当補助金相当額 ××× ）

Ⅱ 損益外減価償却相当額 ××× Ⅱ 損益外減価償却相当額 ×××

損益外減損損失相当額 ×××Ⅲ

Ⅳ 機会費用 機会費用Ⅲ

国又は地方公共団体財産の無償又 国又は地方公共団体財産の無償又

は減額された使用料による貸借取 は減額された使用料による貸借取

引の機会費用 ××× 引の機会費用 ×××

地方公共団体出資 地方公共団体出資

の機会費用 ××× の機会費用 ×××

無利子又は通常よりも有利な条件 無利子又は通常よりも有利な条件

による融資取引の機会費用 ××× ××× による融資取引の機会費用 ××× ×××

Ⅴ （控除）設立団体納付額 －××× Ⅴ （控除）設立団体納付額 －×××

Ⅵ 行政サービス実施コスト ××× Ⅵ 行政サービス実施コスト ×××

第７４ 注記事項 第７４ 注記事項

行政サービス実施コスト計算書には、次の事項を注記しなければなら 行政サービス実施コスト計算書には、次の事項を注記しなければなら

ない。（注４７） ない。（注４７）

(1) 機会費用の内訳として、設立団体に係る額を記載するものとする。 (1) 機会費用の内訳として、設立団体に係る額を記載するものとする。

(2) 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借 (2) 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による貸借

取引の機会費用があるときは、その計算方法 取引の機会費用があるときは、その計算方法

(3) 地方公共団体出資の機会費用があるときは、計算に使用した利率 (3) 地方公共団体出資の機会費用があるときは、計算に使用した利率
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(4) 国又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による (4) 国又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件による

融資取引の機会費用があるときは、計算に使用した利率 融資取引の機会費用があるときは、計算に使用した利率

＜注４７＞ 機会費用計算の注記について ＜注４７＞ 機会費用計算の注記について

機会費用の計算に当たっては、一定の仮定計算を行うものとする 機会費用の計算に当たっては、一定の仮定計算を行うものとする

。 。

(1) 国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料による (1) 国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料による

貸借取引の機会費用は、例えば近隣の地代や賃貸料等を参考に 貸借取引の機会費用は、例えば近隣の地代や賃貸料等を参考に

計算を行い、その計算方法を注記する。 計算を行い、その計算方法を注記する。

(2) 地方公共団体出資の機会費用は、資本金のうち地方公共団体出 (2) 地方公共団体出資の機会費用は、資本金のうち地方公共団体出

資金の合計額に「第７８ 運営費負担金及び運営費交付金の会 資金の合計額に「第７８ 運営費負担金及び運営費交付金の会

計処理」、「第７９ 特定施設費の会計処理」及び「第８０ 補 計処理」、「第７９ 特定施設費の会計処理」及び「第８０ 補

助金等及び工事負担金等の会計処理」による会計処理を行った 助金等及び工事負担金等の会計処理」による会計処理を行った

結果資本剰余金に計上された額を加算し、「第８４ 特定施設 結果資本剰余金に計上された額を加算し、「第８４ 特定の

である償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却 償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却

累計額及び公営企業型地方独立行政法人に適用される固定資産 累計額

の減損に係る会計基準「第１５ 特定施設である償却資産の減

損にかかる会計処理」による損益外減損損失累計額を控除した を控除した

地方公共団体出資の純額に一定の利率を乗じて計算する。一定 地方公共団体出資の純額に一定の利率を乗じて計算する。一定

利率については、国債の利回り等を参考にしつつ、簡明な数値 利率については、国債の利回り等を参考にしつつ、簡明な数値

を用いることとし、その計算方法を注記する。 を用いることとし、その計算方法を注記する。

(3) 国又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件に (3) 国又は地方公共団体からの無利子又は通常よりも有利な条件に

よる融資取引の機会費用は、当該融資の各事業年度における平 よる融資取引の機会費用は、当該融資の各事業年度における平

均残高に通常の調達利率と実際の融資利率との差の利率を乗じ 均残高に通常の調達利率と実際の融資利率との差の利率を乗じ

て計算することとし、その計算方法を注記する。 て計算することとし、その計算方法を注記する。

第１０章 附属明細書及び注記 第１０章 附属明細書及び注記

第７５ 附属明細書 第７５ 附属明細書

公営企業型地方独立行政法人は、貸借対照表及び損益計算書等の内容 公営企業型地方独立行政法人は、貸借対照表及び損益計算書等の内容
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を補足するため、次の事項を明らかにした附属明細書を作成しなければ を補足するため、次の事項を明らかにした附属明細書を作成しなければ

ならない。（注４８） ならない。（注４８）

(1) 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８４ 特定施設で (1) 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８４ 特定の

ある償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額 償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額

も含む。）並びに減損損失の明細 も含む。） の明細

(2) たな卸資産の明細 (2) たな卸資産の明細

(3) 有価証券の明細 (3) 有価証券の明細

(4) 長期貸付金の明細 (4) 長期貸付金の明細

(5) 長期借入金の明細 （5) 長期借入金の明細

(6) 移行前地方債償還債務の明細 (6) 移行前地方債償還債務の明細

(7) 引当金の明細 (7) 引当金の明細

(8) 保証債務の明細 (8) 保証債務の明細

(9) 資本金及び資本剰余金の明細 (9) 資本金及び資本剰余金の明細

(10)積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細 (10)積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

(11)運営費負担金債務及び運営費負担金収益の明細 (11)運営費負担金債務及び運営費負担金収益の明細

(12)運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 (12)運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(13)地方公共団体等からの財源措置の明細 (13)地方公共団体等からの財源措置の明細

(14)役員及び職員の給与の明細 (14)役員及び職員の給与の明細

(15)開示すべきセグメント情報 (15)開示すべきセグメント情報

(16)上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 (16)上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

＜注４８＞ 附属明細書による開示について ＜注４８＞ 附属明細書による開示について

１ セグメント情報との関係、住民等に対する情報開示等の観点から １ セグメント情報との関係、住民等に対する情報開示等の観点から

、公営企業型地方独立行政法人が実施する業務の目的ごとに固定資 、公営企業型地方独立行政法人が実施する業務の目的ごとに固定資

産をグルーピングして表示することが適切な場合は、業務の目的ご 産をグルーピングして表示することが適切な場合は、業務の目的ご

とに固定資産の状況を明らかにしなければならない。 とに固定資産の状況を明らかにしなければならない。

２ 有価証券については、流動資産に計上した有価証券と投資有価証 ２ 有価証券については、流動資産に計上した有価証券と投資有価証

券を区分し、さらに売買目的有価証券、満期保有目的の債券、関係 券を区分し、さらに売買目的有価証券、満期保有目的の債券、関係

会社株式及びその他有価証券に区分して記載するほか、その他の関 会社株式及びその他有価証券に区分して記載するほか、その他の関

係会社有価証券を保有する場合は当該有価証券は区分して記載しな 係会社有価証券を保有する場合は当該有価証券は区分して記載しな
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ければならない。 ければならない。

３ 長期貸付金については、関係法人長期貸付金とその他の貸付金に ３ 長期貸付金については、関係法人長期貸付金とその他の貸付金に

区分して記載しなければならない。 区分して記載しなければならない。

４ 引当金の明細において、資産の控除項目として計上される引当金 ４ 引当金の明細において、資産の控除項目として計上される引当金

については、当該資産の総額との関係を明らかにしなければならな については、当該資産の総額との関係を明らかにしなければならな

い。 い。

第１１章 公営企業型地方独立行政法人固有の会計処理 第１１章 公営企業型地方独立行政法人固有の会計処理

第７７ 運営費負担金、運営費交付金、補助金等及び工事負担金等（以下 第７７ 運営費負担金、運営費交付金、補助金等及び工事負担金等（以下

この章において「運営費負担金・補助金等」という。）により固 この章において「運営費負担金・補助金等」という。）により固

定資産を取得する場合の会計処理 定資産を取得する場合の会計処理

公営企業型地方独立行政法人においては、償却資産の取得に運営費負 公営企業型地方独立行政法人においては、償却資産の取得に運営費負

担金・補助金等を充てることが想定される。この運営費負担金・補助金 担金・補助金等を充てることが想定される。この運営費負担金・補助金

等については、取得原資拠出者の意図や取得資産の内容等を勘案し、公 等については、取得原資拠出者の意図や取得資産の内容等を勘案し、公

営企業型地方独立行政法人の財産的基礎を構成するもの（以下「資本助 営企業型地方独立行政法人の財産的基礎を構成するもの（以下「資本助

成のための運営費負担金・補助金等」という。）、又は財産的基礎を構 成のための運営費負担金・補助金等」という。）、又は財産的基礎を構

成しないもの（減価償却費に対する助成であるものを含む。以下「経常 成しないもの（ 以下「料金

費助成のための運営費負担金・補助金等」という。）の区分を設立団体 助成のための運営費負担金・補助金等」という。）の区分を設立団体

と公営企業型地方独立行政法人の間で中期計画等において事前に明らか と公営企業型地方独立行政法人の間で中期計画等において事前に明らか

にしておくこととする。 にしておくこととする。

この区分に従って、流動負債に整理された運営費負担金債務、運営費 この区分に従って、流動負債に整理された運営費負担金債務、運営費

交付金債務 、預り補助金等又は預り工事負担金等によ 交付金債務、預り特定施設費、預り補助金等又は預り工事負担金等によ

り償却資産を取得した際に、資本助成のための運営費負担金・補助金等 り償却資産を取得した際に、資本助成のための運営費負担金・補助金等

とされた相当額については資本剰余金として計上し、経常費助成のため とされた相当額については資本剰余金として計上し、料金 助成のため

の運営費負担金・補助金等については、固定負債の資産見返負債として の運営費負担金・補助金等については、固定負債の資産見返負債として

計上する。 計上する。

第７８ 運営費負担金及び運営費交付金の会計処理 第７８ 運営費負担金及び運営費交付金の会計処理

１ 公営企業型地方独立行政法人が運営費負担金を受領したときは、相当 １ 公営企業型地方独立行政法人が運営費負担金を受領したときは、相当
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額を運営費負担金債務として整理するものとする。運営費負担金債務は 額を運営費負担金債務として整理するものとする。運営費負担金債務は

、流動負債に属するものとする。 、流動負債に属するものとする。

２ 運営費負担金債務は中期目標の期間中は業務の進行に応じて収益化を ２ 運営費負担金債務は中期目標の期間中は業務の進行に応じて収益化を

行うものとする。 行うものとする。

３ 運営費負担金債務は、次の中期目標の期間に繰り越すことはできず、 ３ 運営費負担金債務は、次の中期目標の期間に繰り越すことはできず、

中期目標の期間の最後の事業年度の期末処理において、これを全額収益 中期目標の期間の最後の事業年度の期末処理において、これを全額収益

に振り替えなければならない。 に振り替えなければならない。

４ 公営企業型地方独立行政法人が固定資産等を取得した際、その取得額 ４ 公営企業型地方独立行政法人が固定資産等を取得した際、その取得額

のうち運営費負担金に対応する額については、次のように処理するもの のうち運営費負担金に対応する額については、次のように処理するもの

とする。 とする。

(1) 取得固定資産等が運営費負担金により支出されたと合理的に特定で (1) 取得固定資産等が運営費負担金により支出されたと合理的に特定で

きる場合においては、 きる場合においては、

ア 当該資産が非償却資産であって、その取得が中期計画の想定の範 ア 当該資産が非償却資産であって、その取得が中期計画の想定の範

囲内であるときは、その金額を運営費負担金債務から資本剰余金に 囲内であるときは、その金額を運営費負担金債務から資本剰余金に

振り替える。 振り替える。

イ 当該資産が非償却資産であって上記アに該当しないとき、当該資 イ 当該資産が非償却資産であって上記アに該当しないとき、当該資

産が経常費助成のための運営費負担金・補助金等に当たる運営費負 産が料金 助成のための運営費負担金・補助金等に当たる運営費負

担金により支出され取得した償却資産であるとき又は重要性が認め 担金により支出され取得した償却資産であるとき又は重要性が認め

られるたな卸資産（通常の業務活動の過程において販売するために られるたな卸資産（通常の業務活動の過程において販売するために

保有するものを除く。以下、この項において同じ。）であるときは 保有するものを除く。以下、この項において同じ。）であるときは

、その金額を運営費負担金債務から別の負債項目である資産見返運 、その金額を運営費負担金債務から別の負債項目である資産見返運

営費負担金に振り替える。資産見返運営費負担金は、償却資産の場 営費負担金に振り替える。資産見返運営費負担金は、償却資産の場

合は毎事業年度、減価償却相当額を、たな卸資産の場合は消費した 合は毎事業年度、減価償却相当額を、たな卸資産の場合は消費した

際に、当該消費した相当額を、それぞれ取り崩して、資産見返運営 際に、当該消費した相当額を、それぞれ取り崩して、資産見返運営

費負担金戻入として収益に振り替える。 費負担金戻入として収益に振り替える。

ウ 当該資産が、資本助成のための運営費負担金・補助金等に当たる ウ 当該資産が、資本助成のための運営費負担金・補助金等に当たる

運営費負担金により支出され取得した償却資産であるときは、その 運営費負担金により支出され取得した償却資産であるときは、その

金額を運営費負担金債務から資本剰余金に振り替える。 金額を運営費負担金債務から資本剰余金に振り替える。

(2) 取得固定資産等が運営費負担金により支出されたと合理的に特定で (2) 取得固定資産等が運営費負担金により支出されたと合理的に特定で

きない場合においては、相当とする金額を運営費負担金債務から収 きない場合においては、相当とする金額を運営費負担金債務から収
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益に振り替える。（注５２） 益に振り替える。（注５２）

５ 運営費交付金の会計処理についても、上記１から４までに掲げる処理 ５ 運営費交付金の会計処理についても、上記１から４までに掲げる処理

と同様に行うものとする。 と同様に行うものとする。

＜注５２＞ 運営費負担金及び運営費交付金の会計処理について ＜注５２＞ 運営費負担金及び運営費交付金の会計処理について

１ 運営費負担金は公営企業型地方独立行政法人に対して地方公共団 １ 運営費負担金は公営企業型地方独立行政法人に対して地方公共団

体から負託された業務の財源であり、負担金の交付をもって直ちに 体から負託された業務の財源であり、負担金の交付をもって直ちに

収益と認識することは適当ではない。したがって、交付された運営 収益と認識することは適当ではない。したがって、交付された運営

費負担金は相当額を運営費負担金債務として負債に計上し、業務の 費負担金は相当額を運営費負担金債務として負債に計上し、業務の

進行に応じて収益化を行うものとする。 進行に応じて収益化を行うものとする。

２ 運営費負担金の収益化については、具体的には以下のような考え ２ 運営費負担金の収益化については、具体的には以下のような考え

方によるものとする。 方によるものとする。

(1) 中期計画及びこれを具体化する年度計画等において、一定の業務 (1) 中期計画及びこれを具体化する年度計画等において、一定の業務

等と運営費負担金との対応関係が明らかにされている場合には、 等と運営費負担金との対応関係が明らかにされている場合には、

当該業務等の達成度に応じて、財源として予定されていた運営費 当該業務等の達成度に応じて、財源として予定されていた運営費

負担金債務の収益化を進行させることができる。例えば、一定の 負担金債務の収益化を進行させることができる。例えば、一定の

プロジェクトの実施（未了のプロジェクトについて投入費用に対 プロジェクトの実施

応して業務の達成度を測定する方法を含む。）について、負担金 について、負担金

財源との対応関係が明らかにされている場合等がこれに該当する 財源との対応関係が明らかにされている場合等がこれに該当する

。 。

(2) 上記の場合において、業務の実施と運営費負担金財源とが期間的 (2) 上記の場合において、業務の実施と運営費負担金財源とが期間的

に対応している場合には、一定の期間の経過を業務の進行とみな に対応している場合には、一定の期間の経過を業務の進行とみな

し、運営費負担金債務を収益化することができる。例えば、管理 し、運営費負担金債務を収益化することができる。例えば、管理

部門の活動等がこれに該当する。 部門の活動等がこれに該当する。

(3) 上記(1)、(2)のような業務と負担金との対応関係が示されない場 (3) 上記(1)、(2)のような業務と負担金との対応関係が示されない場

合には、運営費負担金債務は、業務のための支出額を限度として 合には、運営費負担金債務は、業務のための支出額を限度として

収益化するものとする。この場合に別途使途が特定されない運営 収益化するものとする。この場合に別途使途が特定されない運営

費負担金に基づく収益以外の収益がある場合には、運営費負担金 費負担金に基づく収益以外の収益がある場合には、運営費負担金

債務残高と当該収益とで財源を按分して支出されたものとみなす 債務残高と当該収益とで財源を按分して支出されたものとみなす

等の適切な処理を行い、運営費負担金の収益化を行うものとする 等の適切な処理を行い、運営費負担金の収益化を行うものとする
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。なお、当該収益化の考え方を採用した理由を＜注５０＞「重 。

要な会計方針の開示について」第２項(1)「運営費負担金収益及

び運営費交付金収益の計上基準」に、注記しなければならない。

(4) 運営費負担金が既に実施された業務の財源を補てんするために交 (4) 運営費負担金が既に実施された業務の財源を補てんするために交

付されたことが明らかといえる場合においては、交付時において 付されたことが明らかといえる場合においては、交付時において

収益計上するものとする。 収益計上するものとする。

３ 中期目標の期間の終了時点においては、期間中に交付された運営 ３ 中期目標の期間の終了時点においては、期間中に交付された運営

費負担金を精算するものとする。このため、中期目標の期間の最後 費負担金を精算するものとする。このため、中期目標の期間の最後

の事業年度においては、当該事業年度の業務の進行に応じて負担金 の事業年度においては、当該事業年度の業務の進行に応じて負担金

を収益化し、なお、運営費負担金債務が残る場合には、当該残額は を収益化し、なお、運営費負担金債務が残る場合には、当該残額は

、別途、精算のための収益化を行うものとする。 、別途、精算のための収益化を行うものとする。

４ 運営費負担金の収益化に関する会計方針については、適切な開示 ４ 運営費負担金の収益化に関する会計方針については、適切な開示

を行わなければならない。 を行わなければならない。

５ 長期の契約により固定資産を取得する場合であって、当該契約に ５ 長期の契約により固定資産を取得する場合であって、当該契約に

基づき前払金又は部分払金を支払うときは、当該支出額が運営費負 基づき前払金又は部分払金を支払うときは、当該支出額が運営費負

担金により支出されたと合理的に特定できる場合には、その金額を 担金により支出されたと合理的に特定できる場合には、その金額を

運営費負担金債務から建設仮勘定見返運営費負担金に振り替え、現 運営費負担金債務から建設仮勘定見返運営費負担金に振り替え、現

実に引渡しを受けたときに建設仮勘定見返運営費負担金を本来の科 実に引渡しを受けたときに建設仮勘定見返運営費負担金を本来の科

目（資本剰余金又は資産見返運営費負担金）に振り替えるものとす 目（資本剰余金又は資産見返運営費負担金）に振り替えるものとす

る。 る。

６ 資産見返運営費負担金を計上している固定資産を売却、交換又は ６ 資産見返運営費負担金を計上している固定資産を売却、交換又は

除却した場合には、これを全額収益に振り替えるものとする。 除却した場合には、これを全額収益に振り替えるものとする。

７ 運営費交付金の会計処理についても、上記１から６までに掲げる ７ 運営費交付金の会計処理についても、上記１から６までに掲げる

取扱いと同様に行うものとする。 取扱いと同様に行うものとする。

第７９ 特定施設費の会計処理 第７９ 特定施設費の会計処理

１ 公営企業型地方独立行政法人が特定施設費を受領したときは、相当額 １ 公営企業型地方独立行政法人が特定施設費を受領したときは、相当額

を預り特定施設費として整理するものとする。預り特定施設費は、流動 を預り特定施設費として整理するものとする。預り特定施設費は、流動

負債に属するものとする。 負債に属するものとする。

２ 特定施設費によって固定資産を取得した場合は、当該資産が非償却資 ２ 特定施設費によって固定資産を取得した場合は、当該資産が非償却資
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産であるとき又は当該資産の減価償却について「第８４ 特定施設であ 産であるとき又は当該資産の減価償却について「第８４ 特定の

る償却資産の減価に係る会計処理」に定める処理が行われることとされ 償却資産の減価に係る会計処理」に定める処理が行われることとされ

たときは、当該固定資産の取得費に相当する額を、預り特定施設費から たときは、当該固定資産の取得費に相当する額を、預り特定施設費から

資本剰余金に振り替えなければならない。（注５３） 資本剰余金に振り替えなければならない。（注５３）

＜注５３＞ 特定施設費を財源に固定資産を取得した場合の会計処理 ＜注５３＞ 特定施設費を財源に固定資産を取得した場合の会計処理

について について

１ 公営企業型地方独立行政法人における特定施設費は、地方公共団 １ 公営企業型地方独立行政法人における特定施設費は、地方公共団

体から拠出された対象資産の購入を行うまでは、その使途が特定さ 体から拠出された対象資産の購入を行うまでは、その使途が特定さ

れた財源として、預り特定施設費として負債に整理する。 れた財源として、預り特定施設費として負債に整理する。

２ 特定施設費を財源とする償却資産については、「第８４ 特定施 ２ 特定施設費を財源とする償却資産については、「第８４ 特定の

設である償却資産の減価に係る会計処理」にしたがって減価償却の 償却資産の減価に係る会計処理」にしたがって減価償却の

処理を行うことが想定される。そのような場合には、当該資産の購 処理を行うことが想定される。そのような場合には、当該資産の購

入時において、預り特定施設費を資本剰余金に振り替えることとし 入時において、預り特定施設費を資本剰余金に振り替えることとし

、公営企業型地方独立行政法人の財産的基礎を構成するものとする 、公営企業型地方独立行政法人の財産的基礎を構成するものとする

。資本剰余金は、「第８４ 特定施設である償却資産の減価に係る 。資本剰余金は、「第８４ 特定の 償却資産の減価に係る

会計処理」により、減価償却の進行に応じて実質的に減価していく 会計処理」により、減価償却の進行に応じて実質的に減価していく

こととなる。 こととなる。

３ 長期の契約により固定資産を取得する場合であって、当該契約に ３ 長期の契約により固定資産を取得する場合であって、当該契約に

基づき前払金又は部分払金を支払うときは、その金額を預り特定施 基づき前払金又は部分払金を支払うときは、その金額を預り特定施

設費から建設仮勘定見返特定施設費に振り替え、現実に引渡しを受 設費から建設仮勘定見返特定施設費に振り替え、現実に引渡しを受

けたときに建設仮勘定見返特定施設費を資本剰余金に振り替えるも けたときに建設仮勘定見返特定施設費を資本剰余金に振り替えるも

のとする。 のとする。

第８４ 特定施設である償却資産の減価に係る会計処理 第８４ 特定の 償却資産の減価に係る会計処理

公営企業型地方独立行政法人が保有する償却資産のうち、その減価に 公営企業型地方独立行政法人が保有する償却資産のうち、その減価に

対応すべき収益の獲得が予定されない特定施設とされた 対応すべき収益の獲得が予定されないものとして特定施設費の交付を受

資産については、当該資産の減価償却相当額は、損益計算上 け取得した資産については、当該資産の減価償却相当額は、損益計算上

の費用には計上せず、資本剰余金を減額するものとする。（注５９） の費用には計上せず、資本剰余金を減額するものとする。（注５９）
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＜注５９＞ 減価償却の会計処理について ＜注５９＞ 減価償却の会計処理について

１ 公営企業型地方独立行政法人が固定資産を取得するに当たっては １ 公営企業型地方独立行政法人が固定資産を取得するに当たっては

、地方公共団体は、公有財産の現物出資あるいは特定施設費の交付 、地方公共団体は、公有財産の現物出資あるいは特定施設費の交付

を行うことができるものとされている。また、特定施設の取得に充 を行うことができるものとされている。

てられた長期借入金の元利償還金に相当する運営費負担金を交付す

ることも可能である。公営企業型地方独立行政法人においては、独 公営企業型地方独立行政法人においては、独

立採算原則により運営されるものであることから、本来の業務の用 立採算原則により運営されるものであることから、本来の業務の用

に供する償却資産については、その減価償却費を損益計算上の費用 に供する償却資産については、その減価償却費を損益計算上の費用

に計上することとなる。しかしながら、その性質上当該公営企業型 に計上することとなる。しかしながら、本来の業務以外の業務で設

地方独立行政法人の事業の経営に伴う収入をもって充てることが適 立団体等の要請を受けて実施する業務の用に供する

当でない業務の用に供する償却資産については、当該償却資産の減 償却資産については、当該償却資産の減

価部分に対応すべき収益の獲得が予定されないことが想定され、そ 価部分に対応すべき収益の獲得が予定されないものが想定され、そ

の場合の減価償却に相当する額は、むしろ実質的には資本の価値の の場合の減価償却に相当する額は、むしろ実質的には資本の価値の

減少と考えるべきであることから、損益計算上の費用には計上せず 減少と考えるべきであることから、損益計算上の費用には計上せず

、公営企業型地方独立行政法人の資本剰余金を直接に減額すること 、公営企業型地方独立行政法人の資本剰余金を直接に減額すること

によって処理するものとする。この取扱いは、取得時までに別途特 によって処理するものとする。この取扱いは、取得時までに別途特

定された資産に限り行うものとする。 定された資産に限り行うものとする。

２ このような資産に係る減価償却相当額は、各期間に対応させるべ ２ このような資産に係る減価償却相当額は、各期間に対応させるべ

き収益が存在するものではなく、また、公営企業型地方独立行政法 き収益が存在するものではなく、また、公営企業型地方独立行政法

人の運営責任という観点からも、その範囲外にあると考えることが 人の運営責任という観点からも、その範囲外にあると考えることが

できる。これを損益計算上の費用としてとらえることは、公営企業 できる。これを損益計算上の費用としてとらえることは、公営企業

型地方独立行政法人の経営成績の測定を誤らせることとなり、適当 型地方独立行政法人の経営成績の測定を誤らせることとなり、適当

ではない。 ではない。

３ 貸借対照表の資本剰余金の区分においては、「第８４ 特定施設 ３ 貸借対照表の資本剰余金の区分においては、「第８４ 特定の

である償却資産の減価に係る会計処理」に基づく損益外減価償却相 償却資産の減価に係る会計処理」に基づく損益外減価償却相

当額の累計額を表示しなければならない。この累計額は、公営企業 当額の累計額を表示しなければならない。この累計額は、公営企業

型地方独立行政法人の実質的な財産的基礎の減少の程度を表示し、 型地方独立行政法人の実質的な財産的基礎の減少の程度を表示し、

当該資産の更新に係る情報提供の機能を果たすこととなる。 当該資産の更新に係る情報提供の機能を果たすこととなる。

※新設 ※一般地方独法新設
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第８５ 賞与引当金に係る会計処理 第８５ 賞与引当金にかかる会計処理

賞与 １ 賞与のうち、運営費交付金に基づく収益以外の収益によってその支払

については、「第１７ い財源が手当てされることが予定されている部分については、「第１７

引当金」により賞与引当金を計上する。 引当金」により賞与引当金を計上する。

２ 賞与に充てるべき財源措置が翌期以降の運営費交付金により行われる

ことが、中期計画等で明らかにされている場合には賞与引当金は計上し

ない。なお、この場合において、当期の運営費交付金により財源措置が

手当されない引当外賞与見積額を貸借対照表の注記において表示すると

ともに、行政サービス実施コスト計算書に表示する。

第９０ 目的積立金を取り崩す場合の会計処理 第８９ 目的積立金を取り崩す場合の会計処理

運営費負担金、運営費交付金等による地方公共団体からの財源措置を

前提とした業務運営が予定される公営企業型地方独立行政法人において

目的積立金について、中期計画であらかじめ定めた「剰余金の使途 は、目的積立金について、中期計画であらかじめ定めた「剰余金の使途

」に沿った費用が発生したときは、その同額を取り崩して目的積立金取 」に沿った費用が発生したときは、その同額を取り崩して目的積立金取

崩額に振り替えなければならない。また、「剰余金の使途」に沿って固 崩額に振り替えなければならない。また、「剰余金の使途」に沿って固

定資産を取得し、又は固定資産の取得に充てた長期借入金（移行前地方 定資産を取得し、又は固定資産の取得に充てた長期借入金（移行前地方

債償還債務を含む。）を返済した場合には、その取得又は返済に要した 債償還債務を含む。）を返済した場合には、その取得又は返済に要した

額を取り崩して資本剰余金に振り替えなければならない。 額を取り崩して資本剰余金に振り替えなければならない。

第１２章 区分経理の会計処理 第１２章 区分経理の会計処理※以下基準の番号を一繰り下げ

第１３章 連結財務諸表 第１３章 連結財務諸表

第２節 連結貸借対照表の作成基準 第２節 連結貸借対照表の作成基準

第１０３ 連結貸借対照表作成の基本原則 第１０２ 連結貸借対照表作成の基本原則

連結貸借対照表は、公営企業型地方独立行政法人及び特定関連会社の 連結貸借対照表は、公営企業型地方独立行政法人及び特定関連会社の

個別貸借対照表における資産、負債及び純資産の金額を基礎とし、特定 個別貸借対照表における資産、負債及び資本の金額を基礎とし、特定関

関連会社の資産及び負債の評価、公営企業型地方独立行政法人及び連結 連会社の資産及び負債の評価、公営企業型地方独立行政法人及び連結さ
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される特定関連会社（以下「連結法人」という。）に対する出資とこれ れる特定関連会社（以下「連結法人」という。）相互間の出資と資本及

に対応する当該連結法人の資本との相殺消去その他必要とされる公営企 び債権と債務の相殺消去等の処理を行って作成する。

業型地方独立行政法人及び連結法人相互間の項目を消去して作成する。

第１０４ 特定関連会社の資産及び負債の評価 第１０３ 特定関連会社の資産及び負債の評価

１ 連結貸借対照表の作成に当たっては、特定関連会社に該当することと １ 連結貸借対照表の作成に当たっては、特定関連会社に該当することと

なった日において、特定関連会社の資産及び負債のすべてを、特定関連 なった日において、特定関連会社の資産及び負債のすべてを、特定関連

会社に該当することとなった日の時価により評価しなければならない。 会社に該当することとなった日の時価により評価しなければならない。

(注７０) (注７０)

２ 特定関連会社の資産及び負債の時価による評価額と当該資産及び負債 ２ 特定関連会社の資産及び負債の時価による評価額と当該資産及び負債

の個別貸借対照表上の金額との差額は、特定関連会社の純資産とする。 の個別貸借対照表上の金額との差額は、特定関連会社の資本 とする。

＜注７０＞ 特定関連会社に該当することとなった日が、特定関連会 ＜注７０＞ 特定関連会社に該当することとなった日が、特定関連会

社の決算日以外の日である場合の取扱いについて 社の決算日以外の日である場合の取扱いについて

特定関連会社に該当することとなった日が特定関連会社の決算日 特定関連会社に該当することとなった日が特定関連会社の決算日

以外の日であるときは、当該日の前後いずれか近い決算日において 以外の日であるときは、当該日の前後いずれか近い決算日において

特定関連会社に該当することとなったものとみなして処理すること 特定関連会社に該当することとなったものとみなして処理すること

ができる。 ができる。

第１０６ 少数株主持分 第１０５ 少数株主持分

１ 特定関連会社の純資産のうち公営企業型地方独立行政法人に帰属しな １ 特定関連会社の資本 のうち公営企業型地方独立行政法人に帰属しな

い部分は、少数株主持分とする。 い部分は、少数株主持分とする。

２ 特定関連会社の欠損のうち、当該特定関連会社に係る少数株主持分に ２ 特定関連会社の欠損のうち、当該特定関連会社に係る少数株主持分に

割り当てられる額が、当該少数株主の負担すべき額を超える場合には、 割り当てられる額が、当該少数株主の負担すべき額を超える場合には、

当該超過額については、当該特定関連会社との関係を勘案して処理する 当該超過額については、当該特定関連会社との関係を勘案して処理する

ものとする。(注７１) ものとする。(注７１)

＜注７１＞ 特定関連会社の欠損が当該特定関連会社に係る少数株主 ＜注７１＞ 特定関連会社の欠損が当該特定関連会社に係る少数株主

持分に割り当てられるべき額を超える場合の処理につい 持分に割り当てられるべき額を超える場合の処理につい

て て



- 36 -

公営企業型地方独立行政法人会計基準新旧 08/05/26 17:33

１ 例えば、特定関連会社に対する公営企業型地方独立行政法人の出 １ 例えば、特定関連会社に対する公営企業型地方独立行政法人の出

資が、当該特定関連会社が行う研究開発事業等に要する資金の供給 資が、当該特定関連会社が行う研究開発事業等に要する資金の供給

として他の民間会社と共同して実施される場合等であって、特定関 として他の民間会社と共同して実施される場合等であって、特定関

連会社の欠損金について公営企業型地方独立行政法人と当該他の民 連会社の欠損金について公営企業型地方独立行政法人と当該他の民

間会社がその出資割合に応じて負担することが合理的な場合には、 間会社がその出資割合に応じて負担することが合理的な場合には、

次のように処理することが考えられる。 次のように処理することが考えられる。

(1) 公営企業型地方独立行政法人が当該特定関連会社の債務保証を (1) 公営企業型地方独立行政法人が当該特定関連会社の債務保証を

行っている等、契約等による義務を負っている場合には、特定 行っている等、契約等による義務を負っている場合には、特定

関連会社の欠損のうち、当該特定関連会社に係る少数株主の負 関連会社の欠損のうち、当該特定関連会社に係る少数株主の負

担すべき額を超える額（以下「少数株主持分超過欠損額」とい 担すべき額を超える額（以下「少数株主持分超過欠損額」とい

う。）のうち、公営企業型地方独立行政法人が負担すべき義務 う。）のうち、公営企業型地方独立行政法人が負担すべき義務

の金額の範囲内で公営企業型地方独立行政法人の持分に負担さ の金額の範囲内で公営企業型地方独立行政法人の持分に負担さ

せる。 せる。

(2) 公営企業型地方独立行政法人が契約等による義務を負っていな (2) 公営企業型地方独立行政法人が契約等による義務を負っていな

い場合の少数株主持分超過欠損額及び少数株主持分超過欠損額 い場合の少数株主持分超過欠損額及び少数株主持分超過欠損額

が契約等により公営企業型地方独立行政法人が負担すべき義務 が契約等により公営企業型地方独立行政法人が負担すべき義務

の金額を超える場合の当該超過欠損額は、少数株主持分に割り の金額を超える場合の当該超過欠損額は、少数株主持分に割り

当てるものとする。 当てるものとする。

２ 上記１(1)の場合において、その後特定関連会社に利益が計上さ ２ 上記１(1)の場合において、その後特定関連会社に利益が計上さ

れたときは、公営企業型地方独立行政法人が負担した欠損が回収さ れたときは、公営企業型地方独立行政法人が負担した欠損が回収さ

れるまで、その利益の金額を公営企業型地方独立行政法人の持分に れるまで、その利益の金額を公営企業型地方独立行政法人の持分に

加算するものとする。 加算するものとする。

第１０９ 表示区分 第１０８ 表示区分

１ 連結貸借対照表は、資産の部、負債の部、少数株主持分及び純資産の １ 連結貸借対照表は、資産の部、負債の部、少数株主持分及び資本 の

部に区分するものとする。資産の部は、固定資産、流動資産及び繰延資 部に区分するものとする。資産の部は、固定資産、流動資産及び繰延資

産に区分し、固定資産は、有形固定資産、無形固定資産及び投資その他 産に区分し、固定資産は、有形固定資産、無形固定資産及び投資その他

の資産に区分して記載するものとする。負債の部は、固定負債及び流動 の資産に区分して記載するものとする。負債の部は、固定負債及び流動

負債に区分して記載するものとする。少数株主持分は、負債の部の次に 負債に区分して記載するものとする。少数株主持分は、負債の部の次に

区分して記載するものとする。資本の部は、資本金、資本剰余金、連結 区分して記載するものとする。資本の部は、資本金、資本剰余金、連結
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剰余金、少数株主持分に区分して記載するものとする。 剰余金 に区分して記載するものとする。

２ 有形固定資産、無形固定資産、投資その他の資産、流動資産、繰延資 ２ 有形固定資産、無形固定資産、投資その他の資産、流動資産、繰延資

産、固定負債及び流動負債は一定の基準に従い、その性質を示す適切な 産、固定負債及び流動負債は一定の基準に従い、その性質を示す適切な

名称を付した科目に明瞭に分類して記載するものとする。(注７３) 名称を付した科目に明瞭に分類して記載するものとする。(注７３)

＜注７３＞ 繰延資産について ＜注７３＞ 繰延資産について

１ ｢第８ 資産の定義｣により、公営企業型地方独立行政法人におい １ ｢第８ 資産の定義｣により、公営企業型地方独立行政法人におい

ては、繰延資産を計上してはならないことにされており、連結貸借 ては、繰延資産を計上してはならないことにされており、連結貸借

対照表に計上される繰延資産は、特定関連会社の貸借対照表に計上 対照表に計上される繰延資産は、特定関連会社の貸借対照表に計上

されている繰延資産に限られる。 されている繰延資産に限られる。

２ 特定関連会社の貸借対照表に社債発行差金が繰延資産として計上 ２ 特定関連会社の貸借対照表に社債発行差金が繰延資産として計上

されているときは、当該社債発行差金は、投資その他の資産として されているときは、当該社債発行差金は、投資その他の資産として

連結貸借対照表に計上するものとする。 連結貸借対照表に計上するものとする。

第６節 関連公益法人等の取扱い 第６節 関連公益法人等の取扱い

第１１９ 関連公益法人等の範囲 第１１８ 関連公益法人等の範囲

１ 関連公益法人等とは、公営企業型地方独立行政法人が出えん、人事、 １ 関連公益法人等とは、公営企業型地方独立行政法人が出えん、人事、

資金、技術、取引等の関係を通じて、財務及び事業運営の方針決定に対 資金、技術、取引等の関係を通じて、財務及び事業運営の方針決定に対

して重要な影響を与えることができるか又は公営企業型地方独立行政法 して重要な影響を与えることができるか又は公営企業型地方独立行政法

人との取引を通じて公的な資金が供給されており、公営企業型地方独立 人との取引を通じて公的な資金が供給されており、公営企業型地方独立

行政法人の財務情報として、重要な関係を有する当該公益法人等をいう 行政法人の財務情報として、重要な関係を有する当該公益法人等をいう

。（注７５） 。（注７５）

２ 次の場合には、公益法人等の財務及び事業運営の方針決定に重要な影 ２ 次の場合には、公益法人等の財務及び事業運営の方針決定に重要な影

響を与えることができないことが明らかに示されない限り、当該公益法 響を与えることができないことが明らかに示されない限り、当該公益法

人等は関連公益法人等に該当するものとする。 人等は関連公益法人等に該当するものとする。

(1) 理事等のうち、公営企業型地方独立行政法人の役職員経験者の占め (1) 理事等のうち、公営企業型地方独立行政法人の役職員経験者の占め

る割合が三分の一以上である公益法人等 る割合が三分の一以上である公益法人等

(2) 事業収入に占める公営企業型地方独立行政法人との取引に係る額が (2) 事業収入に占める公営企業型地方独立行政法人との取引に係る額が

三分の一以上である公益法人等 三分の一以上である公益法人等
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(3) 基本財産の五分の一以上を公営企業型地方独立行政法人が出えんし (3) 基本財産の五分の一以上を公営企業型地方独立行政法人が出えんし

ている財団法人 ている財団法人

(4) 会費、寄附等の負担額の五分の一以上を公営企業型地方独立行政法 (4) 会費、寄附等の負担額の五分の一以上を公営企業型地方独立行政法

人が負担している公益法人等 人が負担している公益法人等

３ 関連公益法人等の特定関連会社又は関連会社である会社は関連公益法 ３ 関連公益法人等の特定関連会社又は関連会社である会社は関連公益法

人等とみなすものとする。 人等とみなすものとする。

４ 公営企業型地方独立行政法人が交付する助成金等の収入が事業収入の ４ 次に掲げる場合は、関連公益法人等に該当しないものとすることがで

三分の一を占めることにより、上記２(２)に該当することとなるが、上 きる。

記２の(１)、(３)及び(４)に該当しない公益法人等であって、当該助成 (1) 公営企業型地方独立行政法人の役職員の福利厚生を目的として設立

金等が、公営企業型地方独立行政法人の審査に付された上で、継続的、 されている公益法人等であって、上記２(2)に該当しない場合

恒常的でない形態で交付される場合は、関連公益法人等に該当しないも (2) 公営企業型地方独立行政法人が交付する助成金等の収入が事業収入

のとすることができる。 の三分の一を占めることにより、上記２(2)に該当することとなる

が、上記２の(1)､(3)及び(4)に該当しない公益法人等であって、当

該助成金等が、公営企業型地方独立行政法人の審査に付された上で

、継続的、恒常的でない形態で交付される場合

＜注７５＞ 公益法人等の範囲について ＜注７５＞ 公益法人等の範囲について

公益法人等とは、財団法人、社団法人のほか、社会福祉法人、特 公益法人等とは、財団法人、社団法人のほか、社会福祉法人、特

定非営利活動法人、技術研究組合等の法人も含まれる。 定非営利活動法人、技術研究組合等の法人も含まれる。

第７節 連結財務諸表の附属明細書、連結セグメント情報及び注記 第７節 連結財務諸表の附属明細書、連結セグメント情報及び注記

第１２０ 連結財務諸表の附属明細書 第１１９ 連結財務諸表の附属明細書

公営企業型地方独立行政法人は、連結貸借対照表及び連結損益計算 公営企業型地方独立行政法人は、連結貸借対照表及び連結損益計算書

書等の内容を補足するため、附属明細書を作成しなければならない。な 等の内容を補足するため、附属明細書を作成しなければならない。なお

お、附属明細書は、「第７５ 附属明細書」に準じるほか、次の事項を 、附属明細書は、「第７５ 附属明細書」に準じるほか、次の事項を明

明らかにしなければならない。 らかにしなければならない。

(1) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要 (1) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の概要

ア 名称、業務の概要、公営企業型地方独立行政法人との関係及び役 ア 名称、業務の概要、公営企業型地方独立行政法人との関係及び役

員の氏名(公営企業型地方独立行政法人の役職員経験者については 員の氏名(公営企業型地方独立行政法人の役職員経験者については
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、公営企業型地方独立行政法人での最終職名を含む｡) 、公営企業型地方独立行政法人での最終職名を含む｡)

イ 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と公営企業型地方独 イ 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等と公営企業型地方独

立行政法人の取引の関連図 立行政法人の取引の関連図

(2) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況 (2) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の財務状況

ア 特定関連会社及び関連会社の当該事業年度の、資産、負債、資本 ア 特定関連会社及び関連会社の当該事業年度の、資産、負債、資本

金及び剰余金の額、並びに営業収入、経常損益、当期損益及び当期 金及び剰余金の額、並びに営業収入、経常損益、当期損益及び当期

未処分利益又は当期未処理損失の額 未処分利益又は当期未処理損失の額

イ 関連公益法人等の当該事業年度の、貸借対照表に計上されている イ 関連公益法人等の当該事業年度の、貸借対照表に計上されている

資産、負債及び正味財産の額、正味財産増減計算書に計上されてい 資産、負債及び正味財産の額、並びに収支計算書に計上されている

る当期正味財産増減額、正味財産期首残高及び正味財産期末残高( 当期収入合計額、当期支出合計額及び当期収支差額

一般)正味財産増減の部、指定正味財産増減の部に区分したうえ、

各々収益と費用に区分し、収益には内訳で受取補助金等（国、独立

行政法人、特殊法人、地方公共団体及び地方独立行政法人の補助金

等）とその他の収益の金額を記載する。）並びに収支計算書に計上

されている事業活動収入、事業活動支出、事業活動収支差額、投資

活動収入、投資活動支出、投資活動収支差額、財務活動収入、財務

活動支出、財務活動収支差額及び当期収支差額

(3) 特定関連会社及び関連会社株式並びに関連公益法人等の基本財産等 (3) 特定関連会社及び関連会社株式並びに関連公益法人等の基本財産等の

の状況 状況

ア 公営企業型地方独立行政法人が保有する特定関連会社及び関連会 ア 公営企業型地方独立行政法人が保有する特定関連会社及び関連会

社の株式について、所有株式数、取得価額及び貸借対照表計上額( 社の株式について、所有株式数、取得価額及び貸借対照表計上額(

前事業年度末からの増加額及び減少額を含む｡) 前事業年度末からの増加額及び減少額を含む｡)

イ 関連公益法人等の基本財産に対する出えん、拠出、寄附等の明細 イ 関連公益法人等の基本財産に対する出えん、拠出、寄附等の明細

並びに関連公益法人等の運営費、事業費等に充てるため当該事業年 並びに関連公益法人等の運営費、事業費等に充てるため当該事業年

度において負担した会費、負担金等の明細 度において負担した会費、負担金等の明細

(4) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引の状況 (4) 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等との取引の状況

ア 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の ア 特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等に対する債権債務の

明細 明細

イ 公営企業型地方独立行政法人が行っている関連会社及び関連公益 イ 公営企業型地方独立行政法人が行っている関連会社及び関連公益

法人等に対する債務保証の明細 法人等に対する債務保証の明細
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ウ 特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事 ウ 特定関連会社及び関連会社の総売上高並びに関連公益法人等の事

業収入の金額とこれらのうち公営企業型地方独立行政法人の発注等 業収入の金額とこれらのうち公営企業型地方独立行政法人の発注等

に係る金額及びその割合 に係る金額及びその割合

第１２１ 連結セグメント情報の開示 第１２０ 連結セグメント情報の開示

１ 連結法人における開示すべきセグメント情報は、当該連結法人が異な １ 連結法人における開示すべきセグメント情報は、当該連結法人が異な

る事業を運営している場合には、その事業内容等に応じた適切な区分に る事業を運営している場合には、その事業内容等に応じた適切な区分に

基づくセグメント情報とする。 基づくセグメント情報とする。

２ 開示すべき情報は、連結法人の事業収益、事業損益及び当該セグメン ２ 開示すべき情報は、連結法人の事業収益、事業損益及び当該セグメン

トに属する資産総額とする。（注７６） トに属する資産総額とする。（注７６）

＜注７６＞ 連結セグメント情報の開示について ＜注７６＞ 連結セグメント情報の開示について

１ 公営企業型地方独立行政法人は、業績評価のための情報提供等に １ 連結法人においても、その業務の内容が多岐にわたる場合､説明

よる住民その他の利害関係者に対する説明責任を果たす観点から、 責任の観点から、その業務ごとのセグメントに係る財務情報を開示

その業務の内容が多岐にわたる場合、区分及び開示内容について企 する必要がある。

業会計で求められるよりも詳細なセグメントに係る財務情報を開示

することが求められる。

２ このため、開示すべき情報についても、 ２ また 、開示すべき情報についても、住民その他の利害関係者

連結法人の主要な資産項目、主要 に対する説明責任を果たすため、連結法人の主要な資産項目、主要

な事業費用及び主要な事業収益（国又は地方公共団体による財源措 な事業費用

置等を含む。）の内訳等を積極的に開示する必要がある。 の内訳等を積極的に開示する必要がある。

３ セグメントの区分については、運営費負担金に基づく収益以外の ３ セグメントの区分については、運営費負担金に基づく収益以外の

収益の性質や複数の業務を行っている連結法人の業務区分を参考に 収益の性質や複数の業務を行っている連結法人の業務区分を参考に

しつつ、例えば、施設の機能別セグメント、研究分野別セグメント しつつ、

など、個々に定めていくこととする。 個々に定めていくこととする。
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